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序 文 

コートジボワール共和国、大アビジャン圏社会的統合促進のためのコミュニティ緊急支援プロ

ジェクトは、2013 年2 月に署名・交換された討議議事録（R/D）に基づき、コートジボワール共

和国における社会統合の促進を目的として2013 年7 月から2016 年6 月まで約3 年間の予定で実

施されたものです。 

プロジェクト期間の終了を控え、独立行政法人国際協力機構（JICA）は2015 年8 月25 日から 

9 月12日までの間、終了時評価調査を実施し、これまでの活動実績の確認や目標達成等について 

総合的な評価を行いました。これらの評価結果は、調査団とコートジボワール共和国側関係者に

よる協議を経て評価レポートとしてまとめられ、協議議事録（M/M）の署名・交換を行いました。

本報告書は、同調査団による協議及び評価調査結果等であり、関連する国際協力の推進に活用さ

れることを願うものです。 

最後に本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いた両国関係各位に対し、心から感謝の意 

を表します。 

 

平成 27 年10月 

独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部長 中村 明 
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評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：コートジボワール 案件名：大アビジャン圏社会的統合促進のため

のコミュニティ緊急支援プロジェクト 

分野：都市開発・地域開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会基盤・平和構築部 協力金額（評価時点）：6.8億円 

協力期間：2013年 7月～ 2016年 6月 実施機関：内務省、アボボ市、ヨプゴン市 

日本側協力機関： 株式会社オリエンタルコン

サルタンツグローバル、エイト日本技術開発 

他の関連協力： 

● 技術協力プロジェクト 

「中部・北部紛争影響地域の公共サービス改善のための人材育成プロジェクト」（2013.11～

2016.11） 

● 開発計画調査型技術協力案件 

「大アビジャン圏都市整備計画策定プロジェクト」（2013.02～2014.11） 

「アビジャン圏都市インフラ地理情報システム及びデジタル地形図作成プロジェクト」

（2013.10～20115.10） 

1.1 協力の背景と概要 

コートジボワール共和国（以下、コートジボワール）の首都圏である大アビジャン圏では、

10 年に亘るクーデター等や 2010年の大統領選挙後の騒乱の影響を大きく受けた。なかでも、

実際に戦闘が行われたヨプゴン・コミューン（推計約 107万人）とアボボ・コミューン（推計

約 103万人）は、最も紛争の影響を受けている。これらの地区では都市貧困層の存在や不十分

な基礎インフラに加えて、高い失業率が社会の不安定要因となっている。さらに宗教や民族、

政治的思考で分裂した社会において住民には相互不信が存在しており、これが近い将来に紛争

を再燃させかねないと懸念されている。 

このような課題に対応するために、コートジボワール政府は、「社会的調和促進プログラム

（2012年-2015年）」を策定した。本プログラムでは、司法の回復と平和構築に次いで、社会的

弱者の生活・健康の改善が 3点目の大きな取り組むべき課題と位置づけられている。そのため

に、コートジボワール政府は紛争影響コミューンにおいて、基礎インフラを整備しながら社会

統合を推進するアプローチを実践するための技術協力プロジェクト（技プロ）の実施を我が国

に要請した。この要請に基づいて、2013年 2月、「大アビジャン圏社会的統合促進のためのコ

ミュニティ緊急支援プロジェクト」（以下、本プロジェクト）の実施が合意された。 

 

1.2 協力内容 

1.2.1 上位目標: 

紛争により影響を受けたコミューンにおいて社会的統合が促進される。 

 

1.2.2 プロジェクト目標 

社会インフラ整備事業の実施を通じて紛争影響コミューンにおける住民の関係が強化される。 
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1.2.3 成果（アウトプット〉 

成果 1：各コミューンにおける社会インフラ整備事業の計画及び実施制度の確認結果を踏まえ

て、パイロット事業が選定される。 

成果 2：パイロット事業が実施され、適切に事業が監理される。 

成果 3：コミューン・オフィス職員が社会インフラ整備事業を実施するための手法が整備され

る。 

 

1.2.4 投入 

(1) 日本側 

- ICA 専門家：総括/コミュニティ開発/平和構築、副総括/建築計画 1、建築計画 2、LBT1 /

土木エンジニアリング計画、LBT2、調達監理 1/入札支援、調達監理 2/工事安全管理、施設

維持管理（道路/排水）、施設維持管理（建物）/調達監理 3、医療機器、積算（土木）/調

達監理 4、積算（建築）、調達監理 5、調達監理 6、環境社会配慮、ローカルガバナンス、

社会調査/学校運営・住民活動強化 1、学校運営・住民活動強化 2、学校運営・住民活動強

化 3、研修管理・事業モニタリング、業務調整/コミュニティ開発補助  

- 機材供与：約 1.5百万円  

- 研修：①C/P本邦研修：13名、②国内研修：のべ 530名 

- 現地業務費：約 263百万円、パイロット事業費、車両調達、現地スタッフ人件費等 

(2) コートジボワール側 

- カウンターパート（C/P）人材の配置：20名。 

- 施設・機材：オフィス・スペース（MEMIS 内、アボボ市役所内、ヨプゴン市役所内）、C/P

用車両 

- 各種手配：プロジェクト活動に必要な情報の入手等 

- C/P活動経費：約 13 百万円 

2．評価調査団の概要 

調査者 

 

日本側 

団長／平和構築 JICA国際協力専門員（平和構築） 土肥 優子 

調査企画  JICA社会基盤・平和構築部 前川 貴恵 

評価分析  片平エンジニアリング・インターナショナル 一宮 尚美 

調査期間 2015年 8月 25日～2015年 9月 12日 調査区分 終了時評価 

3．評価結果の概要 

3.1 紛争分析 

本プロジェクトが大統領選挙後の騒乱収束 2年後のタイミングでスタートした当時、復讐が

繰り返された紛争終結直後と比べると対象地域では人々の往来が少しずつ活発になり、IDPに

関しても大半が帰還している状況であった。プロジェクト開始時の対象地域における最大の不

安定要因は、前大統領バクボ支持派と現大統領ワタラ支持派間の緊張関係が継続していたこと、

更には若年層の多くが依然として緊張関係にあった両派の急先鋒層を担っていたことである。

加えて中長期的な不安定要因として、住民のコミューン行政に対する不信感があげられる。特

に紛争終結以降、ヨプゴンコミューンでは行政における政治色が強くなり、行政機能が満足に
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機能していない傾向も指摘されていた。一方、対象地域の安定要因としては、第一にコミュー

ンの基礎能力が比較的高いこと、第二に地域差はあるものの民族・宗教、青年・女性等のグル

ープ別に住民が組織化されていることであった。 

その後プロジェクト開始 2年目から 3年目にかけて、国レベルでは、治安の安定と経済成長

の 2本柱を軸に国家再建が比較的順調に進む中で、国籍法の制定や政党間の対話、投獄された

旧政権関係者の釈放等、遅々としてではあるが着実に国民和解に向けて政治プロセスが進行し

た。しかしながら国家レベルの取組みが、住民やコミュニティレベルにトリックルダウンする

ことはさほどなく、対象地域の不安定要因は、プロジェクト開始以降大きく変化しなかった。 

以下は、こうした状況とプロジェクトの関係性を鑑みた上での評価結果である。 

 

3.2 成果の実績 

(1) 成果１ 

［指標］1-1. 社会インフラ整備事業の計画及び実施制度がとりまとめられ、各市役所によって

確認される。 

1-2. パイロット事業選定基準が策定される。 

1-3. 選定されたパイロット事業の内容と役割を住民が理解する。 

指標の達成状況から成果 1は達成しているといえる。指標 1-1：社会インフラ整備事業の計

画・実施制度が JCCで承認された。指標 1-2：ステークホルダーが参加するキックオフ・ミー

ティングでパイロット事業選定基準が合意された。アボボとヨプゴン両市で同じ選定基準を用

いることになった。指標 1-3：パイロット事業は上掲の選定基準にそってロングリストから選

定し、各コミューンとも学校案件と道路案件が各 2 ヶ所、決まった。プロジェクトではパイロ

ット事業の目的とスケジュールをパイロット事業地区の住民代表に説明した。住民もパイロッ

ト事業合同管理委員会（CCGPP）設立やパイロット事業計画づくりを通じて、パイロット事業の

目的や内容を理解した。 

 

(2) 成果 2 

［指標］2-1. 各パイロット事業サイトで、パイロット事業管理委員会（CCGPP）が各サイトで

設立される。 

2-2. 調達方針に基づいて住民が雇用される。  

2-3. 契約書に沿って労働者に賃金支払いが行われる。 

2-4. 各市役所の C/Pがパイロット事業の現場視察を行っている（1 回/1週間）。 

2-5. 合同モニタリングの結果が適宜、住民にフィードバックされている。 

5 点設置されている指標は 2-1が達成されている。残る指標 4点はパイロット事業が終わる

2015年 9月末には達成予定であることから、成果 2は同時期に達成すると見込まれる。指標

2-1：2014年 2月までに、各パイロット事業サイト（地区）で CCGPPが設立された。CCGPPは市

役所 C/Pが議長を担当し、住民メンバーは宗教・民族別のグループや女性・若年層等の組織か

ら構成されている。学校パイロット事業の CCGPPには COGESと呼ばれる学校管理委員会のメン

バーも含まれている。指標 2-2：各 CCGPPが地元労働者の調達基準を策定した。、各施工業者に

は地元労働者を道路パイロット事業では全労働者の 60％、学校パイロット事業では同 50％、雇
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用することを求めることとした。アボボの道路パイロット事業以外はこれら割合に達した。指

標 2-3：完工したパイロット事業については、契約書に沿って労働者に賃金が支払われたこと

が確認されている。実施中のパイロット事業については、CCGPPがモニタリング中である。指

標 2-4：CCGPPは、各地区においてパイロット事業の工事を毎週にモニタリングしている。指標

2-5：毎週のモニタリングの結果は、CCGPPメンバーから住民に求めに応じて共有されている。 

 

(3) 成果 3 

［指標］3-1. 社会的統合に配慮して策定された研修計画に従って研修が実施される。  

3-2. パイロット事業実施から取りまとめられた教訓を各市役所の主要 C/P全員が理

解する。 

3-3. 教訓を反映した社会インフラ整備事業プロポーザルがドナーに提出される。 

成果 3は、指標 3点のうち 3-1が達成しており、残る 2点は 2016年 4月に達成る予定である

ことから、成果 3は同時期に達成される見込みである。指標 3-1：研修ワーキンググループの

協議を踏まえ、2014年 2月に社会統合に配慮した研修計画を立て、これは順次、実施されてい

る。コートジボワール国内実施研修については C/P のみならず、パイロット事業地区の CCGPP

や COGESメンバーが参加した。指標 3-2：CCGPPは対象地区のグループや組織の代表で構成され

ていることから、CCGPPは市役所と住民の間の協働を推進するうえで有効であることを認識し

ている。プロジェクトとしての教訓取りまとめ活動は、終了時評価後に本格化する予定である。

指標 3-3：指標 3-2とも関連して、今後、プロポーザル作成は活発化する予定である。なおプ

ロジェクトでは、中間レビューを行い、そこで得られた教訓を反映したインフラ事業のプロポ

ーザル 2本を日本大使館の資金事業に提出した。 

 

3.3 プロジェクト目標 

［指標］1.パイロット事業実施地区において住民間の活動が活発化する。 

1-1.ミーティング開催回数が増加する。 

1-2.グループ活動の回数と種類が増える。 

1-3.住民間の関係がよくなったと感じる住民が増加する。 

2.パイロット事業を通じて、市役所に対する信頼が醸成される。 

2-1.住民と市役所の直接対話の機会が増加する。 

2-2.住民から市役所へ事業の要望が増える。 

プロジェクト目標に設定されている指標 5 点のうち、1-1 と 2-1 が既に達成されている。残

る指標 3 点もプロジェクト期間内に達成できると見込まれることから、プロジェクト目標の達

成見込みは高い。指標 1-1：CCGPPは毎月 1回、またパイロット事業モニタリングが毎週に、そ

れぞれ開催されている。指標 1-2：CCGPPの後継組織が形成されつつあり、プロジェクト期間内

にその活動の本格化することが待たれる。指標 1-3：CCGPP、ステークホルダー会議や地元労働

者のパイロット事業への従事は、住民間の結びつきを深める有用な機会であると参加者に認識

されている。CCGPP による活動は残るプロジェクト期間中も続くので、今後、住民間の関係が

よくなったと感じる住民が増加することが見込まれる。指標 2-1：CCGPP住民メンバーと市役所

の間の直接対話の事例が複数、確認された。指標 2-2：今回の調査期間中、住民から市役所に
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提出した事業要請書は確認できなかったものの、住民から口頭で市役所に基礎インフラ改善が

要請されている。今後は、住民から具体的な要請が行われるようになると期待される。 

 

3.4 上位目標 

［指標］1.対象コミューンにおいて、「安心して生活できる」と感じる住民が増加する。 

2.対象コミューンにおいて、住民間及びコミュニティ間の協働活動・交流の数及び種

類が増加する。 

3.「市役所が情報を開示し、公平な開発を行っている」と感じる住民が増加する。 

プロジェクト目標達成見込みや収集した情報を踏まえると、上位目標は長期的には達成が見

込まれる。今回調査では、対象コミューンにおける社会統合には、プロジェクト計画時に想定

されていたよりも長い時間を要することが示されたが、社会統合は進みつつあることから、本

プロジェクト終了後 3年後と特定しがたいものの、上位目標は長期的には達成されると見込ま

れる。 

 

3.5 プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの実施過程の検証を通じて、プロジェクトの効果発現に貢献した要因が 3点、

反対に阻害した要因が 1点、確認された。 

(1) プロジェクトの効果の発現に貢献した要因 

1) 市役所内の関連組織（部局）を C/Pに加え、既存のリソースを活用したこと 

当初、C/Pは技術局のみであった。しかし、住民に直接、関わるサービスを担当していること

から、住民と一定の関係を築いている社会部門、及び市役所からの情報を適する手段・方法で

通知・連絡する経験が豊富な広報部も C/Pに加えられた。これらにより、(i)社会部門の住民と

のコネクションがパイロット事業実施体制に活用できた。(ii) プロジェクト立ち上がり期に、

本プロジェクトの狙いや活動が適切に住民につたえられた。立ち上がり期に活動趣旨が誤って

理解されると、社会統合に逆方向に作用する可能性もあるが、本プロジェクトは広報部を参加

させることでそれらリスクを防いだ。 

 

2) 既存の住民組織（COGES）を含めて CCGPPを設立したこと（学校パイロット事業） 

(i) 学校の運営を担当する COGES と多様なバックグランドの CCGPP 住民メンバーが協働するこ

とになり、COGES メンバー以外にも学校の様子を知るチャンネルができた。学校が住民集会の

場所として利用されるようになるなど、地域に開かれた学校が住民の交流を促進している。(ii) 

COGES は教育行政のなかに学校管理組織として位置付けられている。学校パイロット事業の

CCGPPに COGESがメンバーとして参加していることは、CCGPPの活動がしやすくなるだけではな

く、プロジェクト後の校舎の維持管理体制を確保しやすくしている。 

 

3) 非雇用男性若年層をパイロット事業に参加させたこと 

非雇用男性若年層は選挙後の危機の際、政治的に動員されて、紛争要因の一つとされた。本

プロジェクトでは、平均年齢 30 歳の約 320 人の非雇用男性若年層が平均約 30 日、パイロット

事業の工事に従事した。非雇用男性若年層が、文字通り建設的な活動に従事したことは、少な
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くともその間、地域社会の治安を維持することに貢献した。 

 

(2) プロジェクトの効果の発現を阻害した要因 

1) パイロット事業の道路工事の遅れが、CCGPP メンバーの参加意欲と地元労働者の雇用機会

を低下させたこと 

地元建設業者に発注した道路パイロット事業では、水道管等地下埋設物の破損や施工内容の

まずさから工事契約を数回、延長せざるを得ず、2 ヶ月以上、完工が遅れている。これにより

意欲を喪失して CCGPP の活動へ参加しなくなる住民メンバーが出てきて、CCGPP を通じた社会

統合の促進を阻害している。また工事進捗の遅れを挽回するため機械工事の割合をふやしたこ

とから、地元労働者が対応できる単純作業の割合が減り、これに伴い雇用機会も減った。 

 

3.6 評価 5項目による評価結果要約 

3.6.1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は極めて高い。アプローチ：パイロット事業を通じて市役所と住民、

また住民同士が共通の関心事項について協力・協働する切っ掛けを作るというアプローチは社

会統合の促進に貢献した。支援セクター：パイロット事業は社会統合を促進する効果がある学

校とコミュニティ道路が対象であり、適切なセクターが支援対象であった。開始時期：本プロ

ジェクトは、2010年大統領選挙後危機による不信や不安が強く存在する時期に開始され、住民

に CCGPPや地元労働者として協働する機会を提供し、社会統合の促進に繋がった。コートジボ

ワール政府（GRCI）が「国家社会統合プログラム（2012年‐2015年）」を開始するのと相前後

してプロジェクトが始まっており、適切な開始時期であった。支援対象地域と支援対象グルー

プ：紛争の影響を最も受けたアボボ・ヨプゴン両コミューンは、支援ニーズが大アビジャン圏

で最も大きい地域である。支援対象グループはそのコミューンの住民と市役所職員である。彼

らは社会統合実現の主要なアクターであるものの、その具体的な機会がなかったが、本プロジ

ェクトがその機会を提供することができた。コートジボワールと日本の政策：「国家社会的調和

促進プログラム（2012年‐2015年）」が本プロジェクト開始前に開始されており、社会統合促

進を支援する本プロジェクトはこの政策にそっている。また我が国の支援政策の重点分野の一

つは「安全で安定した社会の回復」であり、本プロジェクトはこれに沿っている。 

 

3.6.2 有効性 

有効性は高い。プロジェクト目標は 2016年 6月までのプロジェクト期間中に達成できる見込

みである。また 3 つの成果は、パイロット事業が選定され（成果 1）、地域住民と各市役所で構

成する CCGPPによりパイロット事業が実施・管理され（成果 2）、パイロット事業を実施するな

かで得られた教訓を取りまとめる（成果 3）。その結果、社会インフラ整備事業の実施を通じ

て紛争影響をうけた対象コミューンにおける住民の関係が強化されるという構成で、成果

の達成がプロジェクト目標の達成に繋がっている。 

 

3.6.3 効率性 

効率性は中程度である。日本側とコートジボワール側の投入は、質・量・時期とも適切であ
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った。しかし、プロジェクト活動は概ね予定通りに実施されたものの、道路パイロット事業の

現地再委託分が平均 2ヵ月、完工が遅れた。 

 

3.6.4 インパクト 

インパクトは高い。社会統合には時間を要するものの、複数のポジティブなインパクトが既

に発現していることが確認できた。代表的なものはヨーロッパ連合（EU）資金による「アボボ

とヨプゴンにおける住民の和解と社会統合支援事業」（PARCS）であり、社会統合を促進するた

め住民参加型で基礎インフラを整備するという本プロジェクトの手法を採用していることであ

る。その他の事例は本文を参照されたい。 

一方で、想定されなかったネガティブ・インパクトも発生していた。①道路パイロット事業

で建設した排水溝で男児が流され行方不明になった事故を受け、排水溝にバリアを設置し、ま

た CCGPPが再発防止に関する啓発を各戸訪問して行い、対応した。②上記と同じ道路で、パイ

ロット事業で整備された区間と未整備区間の相違が大きく、未整備区間の住民が不公平感を抱

き、かつて存在した地域分断が再燃しないか懸念されている。市役所が対応工事を行うため、

世界銀行の資金に応募予定である。 

 

3.6.5 持続性 

持続性は中程度である。政策面：高い。「国家社会的調和促進プログラム（2012 年‐2015年）」

の後継事業である「国家連帯と社会統合プログラム（2015年‐2020年）」が始まっている。社

会統合を促進することを目指す本プロジェクトは今後もコートジボワールの政策と合致してい

くといえる。技術面：高い。本プロジェクトは新しい機械や技術を導入するものではない。住

民代表と CCGPPを運営しながら、社会統合を推進していく知識・技術は、既に C/Pが理解・習

得している。社会・文化面：高い。特に 2010年選挙後の危機から一層、社会統合の必要性が認

められており、本プロジェクトの手法は良く受容されていくとみられる。組織・財政面：相対

的に低い。特に市役所においては、組織としてプロジェクトの成果をどう活用していくかの財

政面・ロジ費用面を含む具体策が示されていない。 

 

3.7 提言 

3.7.1 プロジェクト期間中の提言 

 財政及びロジ面を含めて、CCGPP メンバーと維持管理体制の仕組みについて検討、合意す

る。（提言先：内務省、市役所） 

 プロジェクトで得た教訓を取りまとめ、COSAY で構築したプロセス及び仕組みを、各コミ

ューンの状況に適応した形で活用する方法を検討する。（提言先：市役所、JICA専門家） 

 COSAYに関する教訓共有セミナーにおいて、COSAY関係者だけでなく、社会統合の問題を抱

える大アビジャン圏の他の市役所の召集も検討する。（提言先：内務省）  

 内務省では、社会インフラ事業実施に関して、行政が住民からの要望を汲み取るシステム

を構築したい意向であり、JICA 専門家は適宜アドバイスを行う。（提言先：内務省、JICA

専門家）  

● アボボ、ヨプゴンコミューンを含む大アビジャン圏では、住民レベルの関係修復・社会統
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合が引き続き主要課題であり、C/P機関より協力支援への継続要請を受けていることから、

両コミューンにおける本プロジェクトのアプローチの定着や、大アビジャン圏の他のコミ

ューンへの普及支援について検討することが望ましい。（提言先：JICA） 

 

3.7.2 プロジェクト終了後に関する提言 

（コミューンに対する提言） 

 パイロット事業実施地区において継続的にモニタリングを行い、必要に応じて CCGPP

の後継組織に支援を行う。 

（内務省に対する提言） 

 アボボ・ヨプゴン市役所において COSAY アプローチが実施されているかモニタリング

を行う。また適宜支援を行う。 

 COSAYで得た教訓をもとに社会統合を促進する社会インフラ事業を行う。 

 

3.8 教訓 

① 紛争後の移行期から開発期において、能力強化の対象を市役所・住民と設定することによ

り社会統合の効果を高めた。 

② 多様なグループを巻き込んだ、住民の組織形成・事業展開により社会統合が促進された。 

③ 事業選定基準を設定することにより、住民への透明性やアカウンタビリティーを保つだけ

でなく、政治的関与を防ぐことが可能となり、社会統合に貢献した。 

④ 共通の目標に向けた活動という観点から、社会統合を促進する手段として学校と道路を含

めた公共インフラ事業は有効であったが、インフラ整備に必要とされる技術レベルについ

て確認が必要。工事の遅延は地域住民の社会統合に影響を与える可能性がある。さらに本

プロジェクトの道路事業のように裨益を巡り不公平感を創出する場合、社会統合に影響を

及ぼす可能性があることに留意する必要がある。 

⑤ 社会統合を推進するためには、主要なアクターとなる行政とコミュニティの基礎能力が求

められる。コートジボワールではその環境が整っていたため、プロジェクトの成果が発揮

された。 

⑥ 紛争終結直後の状況において紛争予防配慮・平和促進を行うためには、C/Ps と日本人専門

家間のフォーマル・インフォーマルを含めた密なコミュニケ―ションが、紛争予防配慮お

よび平和促進の実施に貢献した。 

⑦ 技術系の日本人専門家の構成に加えて、多岐にわたる社会系の専門分野（平和構築、コミ

ュニティ開発/住民雇用/モニタリング、社会調査/学校管理、環境社会配慮）を含めること

で、社会統合に適したプロジェクト実施計画が可能となった。 

⑧ 紛争終結直後はデータが未整備であるため、プロジェクト開始時の想定が必ずしも実施状

況のコンテキストに合わないこともある。必要に応じて PDMの改定が望ましい。 

以上 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１-１ 調査団派遣の経緯と目的 

今回実施する終了時評価調査は、2016年 6月末のプロジェクトの終了を控え、これまでのプロ

ジェクト活動の実績、成果を確認、評価するともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び

今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として実施するものである。 

また、本終了時評価調査では下記の観点から評価を行った。 

(1) 技術協力の開始から終了（調査時点）までの実績（投入、活動）の確認、実施プロセス 

の検証 

(2) プロジェクト目標と成果の達成状況、貢献要因・阻害要因の分析 

(3) 上記を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点 

からの総合的評価 

(4) プロジェクト終了時までに行うべきこと、及びプロジェクト終了後に行うべきことにつ 

き提言 

(5) 類似プロジェクトのための教訓抽出 

 

１-２ 調査団の構成と調査日程 

本調査の実施においては、カウンターパート側で結成した合同評価委員会と協働し、終了時

評価調査を実施した。調査団の構成は下記に示すとおりである。 

 

【日本人側調査団】 

氏名 担当業務 所属 期間（渡航日含む） 

土肥 優子 団長/平和構築 JICA国際協力客員専門員 8月 29日から 9月 12日 

前川 貴恵 評価企画 JICA社会基盤・平和構築部 8月 29日から 9月 12日 

一宮 尚美 評価分析 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル 

8月 24日から 9月 12日 

 

【コートジボワール側調査団】 

 氏名 担当業務 組織 

1 M. Nemlin Abel José 副プロジェクト・コーディネーター 内務省 

2 M. Koffi Ehoussou François 副プロジェクト・コーディネーター補

佐 

内務省 

3 M. Coulibaly Valy 技術局長 アボボ市役所 

4 Mme Barro Mahoussa 社会・文化・人材局長 アボボ市役所 

5 M. Wague Adama プロジェクトオフィサー アボボ市役所 

6 M. Coulibaly Bengaly 人間開発局長 ヨプゴン市役所 

7 M. Bamba Lancine 技術局長補佐 ヨプゴン市役所 

8 M.Coulibaly Doulaye 広報局 ヨプゴン市役所 
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【調査団日程表】 

日程 内容 

2015/8/24 月  日本発（一宮） 

2015/8/25 火 AM アビジャン着（一宮） 

2015/8/26 水 AM JICA 事務所表敬訪問 

プロジェクト専門家へのインタビュー調査 

PM プロジェクト専門家へのインタビュー調査 

合同評価団との打合せ 

2015/8/27 木 AM インタビュー調査：EPEC (PKG2 Contractor) 

インタビュー調査：CCGPP @ EPP Plaque 1,2 (Abobo) and Local workers 

PM インタビュー調査：COGES (Abobo) 

インタビュー調査：CCGPP @ GS Anonkoua Koute (Abobo) 

2015/8/28 金 AM インタビュー調査：CCGPP @ GS SOGEFIHA 6 (Yop) 

PM インタビュー調査：COGES (Yop) 

インタビュー調査：CCGPP @ GS Parmilaie(Yop) 

2015/8/29 土  日本発（土肥、前川） 

2015/8/30 日  アビジャン着（土肥、前川） 

2015/8/31 月 AM JICA 事務所表敬訪問（土肥、前川） 

内務省表敬訪問（土肥、前川） 

インタビュー調査：MODULUS (PKG3 Contractor) 

インタビュー調査：CCGPP @ Plaque Road (Abobo) 

PM インタビュー調査：CCGPP @ Lycee Municipal (Abobo) and Local workers 

2015/9/1 火 AM インタビュー調査：CCGPP @ Andokoi (Yop) 

PM インタビュー調査：CGQ 

インタビュー調査：CCGPP @ Banco 2 (Yop) 

2015/9/2 水 AM インタビュー調査：MENET (Education) (a JCC member) (@MEMIS) 

インタビュー調査：JICA Experts (@MEMIS) 

PM インタビュー調査：National Social Cohesion Programme 

2015/9/3 木 AM インタビュー調査：Yopougon C/P 

PM インタビュー調査：PARCS project (EU funded) 

2015/9/4 金 AM インタビュー調査：Abobo Commune C/P 

PM インタビュー調査：MEMIS Project Coordinator  

2015/9/5 土  評価報告書準備 

2015/9/6 日  評価報告書準備、団内協議 

2015/9/7 月 AM 評価報告書準備 

PM 団内協議 

専門家チームとの協議 

2015/9/8 火 AM 翻訳作業  

PM 評価報告書準備 

2015/9/9 水 AM 評価報告書準備 

PM 合同評価団との協議 

2015/9/10 木 AM JCC、MM署名取付 

PM JICA 事務所報告資料作成 

2015/9/11 金 AM JICA 事務所報告 

PM アビジャン発（土肥、前川、一宮） 

2015/9/12 土  日本着（土肥、前川、一宮） 



3 
 

 

１-３ 主要面談者 

 

内務省地方分権化・地方開発局 

Mr. Parfait Gohourou Director General / DGDDL 

Mr. Gbala Gnato Raphaël Coordinator JICA-DGDDL projects 

Mr. Nemlin Abel José Deputy Coordinator JICA-DGDDL projects 

アボボ市役所 

Mr. Koné Siaka Deputy Mayor 

Mr. Coulibaly Valy Technical Director,  

Mme Barro Mahoussa 

Director of the Social, Cultural and Human 

Department 

Mr. Doumbia Adama Communications Officer 

ヨプゴン市役所 

Mr. Coulibaly Issifou 1st Deputy Mayor 

Mr. Yeo Adama  Technical Director 

Mr. Ouattara Seydou Assistant Director, Technical Department 

M.r Coulibaly Bengaly Director, Human Development Department 

Mr.Coulibaly Doulaye  Communication Officer 

CCGPPメンバー 

Mr. Traoré Mamadou EPP Plaque 1&2, Abobo 

Ms. Koffi Agnès Anonkoua Kouté 3&4,, Abobo 

Mr. Koné Abdoulaye Lycée Municipal, Abobo 

Mr. Fofoana Sindou Plaque/ Carrefour Jack, Abobo 

Ms. Sidibé Awa epse Diane SOGEFIHA6, Yopougon 

Mr. Soumahoro Minignan Palmerale, Yopougon 

Mr. Manbo N'cho François EPP Banco2, Yopougon 

Mr. Desse Fabrice Andokoi/ Lycee to la Clinique Nazareen, Yopougon 

PARCS（EU資金事業） 

Mr.Kone Donikpo Project Coordinator, 

連帯・家族・女性・児童省 

Ms. Ouattara Yra Elise 

Director, Solidarity and Social Cohesion 

Observatory 

JICAコートジボワール事務所  

藤山 真由美  企画調整員 

プロジェクト JICA専門家 

関口 正也 総括/コミュニティ開発/平和構築 

浦田 あゆみ 社会調査/学校運営・住民活動強化 
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服部 圭介 研修管理/事業モニタリング 

小林 宏昭 調達監理 5 

乙黒 圭子 施設維持管理（建物）/調達監理 3 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２-１ 評価手法 

今回の終了時評価は、『JICA 事業評価ガイドライン第１版』（2010年）（以下「事業評価ガイ

ドライン」と略す）、及び『紛争影響国・地域の事業評価の手引き』（2012 年 11 月版、JICA 内

部執務参考資料）（以下「紛争影響事業評価手引き」と略す）に基づき、また対象プロジェクト

の協力趣旨を踏まえて実施した。評価方法は、現行の Project Design Matrix（以下、PDM）、

及び Plan of Operation（以下、PO）に基づいて、プロジェクトの進捗状況と実施プロセス、

プロジェクト目標と各成果との達成状況を検証し、その結果をもとに評価 5 項目（妥当性、有

効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から対象プロジェクトを評価した。 

 

２-２ 評価５項目 

今回評価で用いた評価 5項目の定義は下表に示すとおりである。 

 

表 ２-１ 評価５項目の定義 

評価 5項目 JICAガイドラインでの定義 

妥当性 

(Relevance) 

開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度ならびに政策・

方針との整合性の度合い。 

有効性 

(Effectivness) 

開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

(Efficiency) 

インプットに対するアウトプット（定性ならびに定量的）を計測する。開発

援助が期待される結果を達成ために最もコストのかからない資源を使ってい

ることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するた

め、通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 

(Impact) 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境ならびにその他の開発の指標

にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 

(Sustainability) 

ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：JICA、2010『新 JICA 事業評価ガイドライン（第 1 版）』P.19 

 

２-３ 評価の枠組み 

評価設問を設定するにあたり、まず討議議事録（Record of Discussion：R/D）、PDM第１版、

PO第１版、詳細計画策定調査報告書、Progress Report（半年に１回作成・提出）、コートジボ

ワール国の各種開発計画等の文献レビューを行った。文献レビュー結果、及び対象プロジェク

トの現地活動が 2016年 4月末まで実施予定であることを踏まえて評価設問（評価グリッド）を

設定し、これを中心に現地調査を実施した。 

主な評価項目は次の通りである。詳細な評価項目は添付資料 4 Annex10の評価グリッドを参

照されたい。 
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表 ２-２ 主な評価項目 

実績の検証 日本側投入：専門家派遣、機材供与、研修、現地業務費 

コートジボワール側投入：カウンターパート（以下、C/P）配置、施設・機材提供、

C/P活動経費、各種手配 

成果３点の達成状況 

プロジェクト目標の達成見込み 

上位目標の達成見込み 

実施プロセス

の検証 

活動の進捗状況 

技術移転の状況 

プロジェクト関係者間のコミュニケーション 

コートジボワール側のオーナーシップ 

妥当性 コートジボワール側の支援ニーズ、及び日本の援助政策との整合性があるか。 

有効性 プロジェクトの実施により期待される効果が得られるか。 

効率性 アウトプットは投入されたインプットに見合うものであるか。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果のプラス・マイナスの効果

はあるか。 

持続性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や開発効果が持続されるか、

拡大されていく可能性があるか。 

出所：終了時評価調査団作成 

 

２-４ 情報・データの収集方法 

本調査にあたっては、関連する文献（R/D、PDM、PO、Project Progress Report 等）のレビ

ュー、JICA専門家（以下、JET）、C/P及び合同パイロット事業管理員会（以下、CCGPP）及び関

連する事業の担当者等へのアンケート調査やインタビューを行い、必要な情報・データを収集

した。また現地調査開始時点で C/P及び JETを対象に、終了時評価調査の概要を説明した。 

主な情報源は次の通りである。 

① プロジェクト要請書、詳細計画策定調査報告書、協議議事録（Minutes of Meetings: M/M）、

合意議事録（Record of Discussion: R/D、Progress Reports, Baseline Report 特に

2015年 7月作成の第 4号、コートジボワール開発計画関連文書 

② PDM 英文版（付属資料 4の Annex 2） 

③ PO 英文版（同 Annex 3） 

④ 日本側及びコートジボワール側の投入に関する記録（同 Annex 4,5,6,7,8） 

⑤ 日本人専門家及び C/P に対する質問票及びインタビューの結果 

⑥ 以下の関係機関に対する聞き取り調査の結果：学校運営委員会（Comité de Gestion des 

Etablissements Scolaires: COGES）、ヨーロッパ連合（EU）資金による社会インフラ整

備事業（Projet d'Appui à la Réconciliation et à la Cohésion Sociale des populations 

des communes: PARCS）、連帯・家族・女性・児童省（Ministry of Solidarity, Family, 

Women and Children: MSFWC）、道路パイロット事業請負業者 

⑦ 地元労働者雇用状況、ベースライン調査報告書、エンドライン調査速報 

エンドライン調査：2015年 8月に実施された。そのデータ収集結果は終了時調査終了直

前に参照できるようになったものの、詳細なデータ分析は本調査後に行われることから、

本報告書ではエンドライン調査の速報値として扱っている。 

またベースライン調査及びエンドライン調査の調査項目には、プロジェクト目標の指
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標と上位目標の指標の全てが含まれているわけではなく、一部の指標は対象外となって

いることから、両調査対象外の指標については終了時評価調査団が実施したインタビュ

ー、質問票回答や観察結果に基づいている。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３-１ 投入実績 

終章時評価調査時点での日本側及びコートジボワール側の投入の実績は以下に示すとおりで

ある。 

 

３-１-１ 日本側の投入 

日本側からは、専門家派遣、機材供与、研修、及び現地業務費がおおむね計画どおりに投入

された。 

 

項 目 概 要 

専門家派遣 24名 84人月相当 

総括/コミュニティ開発/平和構築 

エンジニアリ

ング分野 

副総括/建築計画 1、建築計画 2 

LBT 1 /土木計画、LBT2 

調達監理 1 /入札補助、調達監理 2 /工事安全管理、調達監理 5、同 6 

施設維持管理（道路・排水）、施設維持管理（建物）/調達監理 3 

医療機器 

積算（土木）/調達監理 4、積算（建築） 

環境社会配慮 

社会開発分野 ローカルガバナンス 

社会調査/学校運営・住民活動強化 1、学校運営・住民活動強化 2、同 3 

研修管理/事業モニタリング 

業務調整/コミュニティ開発補助 1、同 2、同 3、同 4 

機材供与 日本円価 1.5百万円（ CFA価 7.1百万フラン相当）分の機材を供与 

主な内容：デジタル・カメラ、パソコン 

研修 ①C/P 本邦研修：13名 「社会統合推進コース」Ⅰ及びⅡ 

②国内研修：のべ 530 名 「環境社会配慮」、「カイゼン」、「パイロット事業選定」等 

現地業務費 日本円価 263百万円（CFA価 1,271百フラン相当） 

主な内容：パイロット事業（道路、学校）経費、車両調達、プロジェクトスタッフ人件費 

出所：PROGRESS REPORTS JULY 2015 に基づいて、終了時評価調査団作成。JPY1=C FCA0.207, JICA2015 年 8月公定レー

ト 

 

３-１-２ コートジボワール側の投入 

コートジボワール側からは、C/P 配置、施設・機材の提供、各種手配、及び C/P 活動経費が

投入された。 

 

項 目 概 要 

C/P配置 MEMIS：プロジェクト・ダイレクター（MEMIS 地方分権化総局長）、プロジェクト・コ

ーディネーター（同総局長顧問） 

アボボ市役所：プロジェクト・マネージャー（市長）、プロジェクト・リーダー（技
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項 目 概 要 

術局長）、プロジェクト・リーダー（社会・文化・人材局）、プロジェクト・

リーダー（広報局長） 

ヨプゴン市役所：プロジェクト・マネージャー（市長）、プロジェクト・リーダー（技

術局長）、プロジェクト・リーダー（人間開発局長）、プロジェクト・リーダ

ー（広報主任） 

施設・機材 オフィス・スペース：MEMIS 内、アボボ市役所内、ヨプゴン市役所内 

C/P用車両 

各種手配 プロジェクト活動に必要な情報の入手等 

C/P活動経費

* 

各市役所とも 2015年から C/P活動経費を投入している。 

単位：C FCA 

 2015年 2016年 計 円価 

アボボ市 33,800,000 9,800,000 43,600,000 \9,025,200 

ヨプゴン市 20,000,000 n.a. 20,000,000 \4,140,000 
 

出所：PROGRESS REPORTS JULY 2015 に基づいて、終了時評価調査団作成。 

*C/P活動経費は MEMIS提供資料に基づく。JPY1=C FCA0.207, JICA2015年 8月公定レート 

 

３-２ 成果の達成度 

成果の達成状況を PDM 第 1 版に記載された指標を用いて確認した。その際、指標達成状況を

次のように三分類した。 

 

分類 状況 

A 既に達成されている。 

B プロジェクト期間内に達成される見込み 

C プロジェクト期間内に達成されるのは困難 

 

３-２-１ 成果１ 

3点設置されている指標の達成状況に基づくと、成果 1は 2014 年 5月までに達成していた。 

 

成果 1 各コミューンにおける社会インフラ整備事業の計画及び実施制度の確認結果を踏

まえて、パイロット事業が選定される。 

指標 1-1. 社会インフラ整備事業の計画及び実施制度がとりまとめられ、各市役所によ

って確認される。 

1-2. パイロット事業選定基準が策定される。 

1-3. 選定されたパイロット事業の内容と役割を住民が理解する。 

 

指標 総合 指標 1-1  指標 1-2 指標 1-3 

達成度 A A A A 

 

指標 1-1：社会インフラ整備事業の計画及び実施に関する制度は、2014年 4月までに市役所ご

とに実務者レベルの C/Pと JETによってとりまとめられ、2014年 8月の第 3回合同
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調整会議（JCC）で承認された。 

 

指標 1-2：2013年 8月に開催されたキックオフ・ミーティング上、MEMIS、両市役所の C/P、及

び JETが、R/D に記載されているパイロット事業選定基準のドラフトについて確認・

合意した。アボボとヨプゴン両市の状況に大きな相違がないことから、同じ選定基

準を用いることになった。 

 

表 ３-１ パイロット事業選定基準 

選択基準 細目 

パイロット事業の直接

的効 

- 緊急性と必要性 

- 対象となる受益者のサイズ 

- （パイロット事業を含む）他のプロジェクトとのシナジー効

果 

技術的実施可能性 - 建設が想定スケジュール期間で完了できる 

- 今後の開発計画との乖離がない 

- 補修時、維持管理が簡単である 

- 建設資機材輸送のための交通機関への容易なアクセス 

雇用機会 - 地元住民の建設工事への参加が期待できる 

- 無職の若年層の建設工事への参加が期待できる 

- 労働者の次の雇用機会がパイロット事業付近に存在してい

る 

社会的統合への寄与 - 多様な地域住民がパイロット事業の成果を享受できる 

- 多様な民族がパイロット事業に参加できる 

コミューン住民の取り

組み状況・参加意思 

- 地域住民からの同意 

- パイロット事業に協力できるコミュニティ組織が存在 

- コミュニティ組織の活動実績と経験 

プロジェクトコスト - 予算内である 

- 特殊工事が伴わない 

出所：プロジェクト資料に基づいて終了時評価調査団作成 

 

指標 1-3：パイロット事業は段階的に選定された。要請書では医療施設、道路（排水溝設置を

伴う）、学校への支援が挙げられていたが、まず各市役所が、それぞれ 10 を超える

学校・道路が含まれた第一次リストを準備した。次いで、C/P と JET で上掲の選定

基準を使って対象を選定し、その結果を第二次リストとした。さらに第二次リスト

を第 1 回ステークホルダー会議の結果を踏まえて精査し、次のパイロット事業地が

選定された。 

 

表 ３-２ 選定されたパイロット事業地 

コミューン 

分野 
アボボ ヨプゴン 

学校 
Anonkoua Koute 3,4 

Plaque 1,2 

SOGEFIHA 6 

Palmerale 

道路 
EPP Plaque & Carrefour Jack 

Lycee Municipal 

Lycee to la Clinique Nazareen 

EPP Banco2 

出所：プロジェクト資料に基づいて終了時評価調査団作成 
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パイロット事業の選定結果は、2013 年 11 月に開催された第 2 回ステークホル

ダー会議上で、第二次リストに記載された地区（カルティエ）の住民代表に報告

された。選定されたパイロット事業は同年 12月の第 2回 JCCに報告された。また

同時に、各市役所において、プロジェクト（C/Pと JET）はパイロット事業の目的

とスケジュールをパイロット事業地である地区の住民代表に説明した。また各地

区の住民は、CCGPP の設立やパイロット事業の計画づくりを通じて、パイロット

事業の目的や内容を理解した。一連のプロセスは 2014年 5月に終了した。 

 

３-２-２ 成果２ 

5 点設置されている指標は 2-1 が達成されている。残る指標 4 点の達成はパイロット事業の

完工を待つ必要がある。パイロット事業は 2015年 9月中に完工予定であることから、残る指標

4点、また成果 2は 2015年 9月末には達成すると見込まれる。 

 

成果 2 パイロット事業が計画に沿って実施され、適切に事業が監理される。 

指標 2-1. 各パイロット事業サイトで、パイロット事業管理委員会（CCGPP）が各サイト

で設立される。 

2-2. 調達方針に基づいて住民が雇用される。  

2-3. 契約書に沿って労働者に賃金支払いが行われる。 

2-4. 各市役所の C/Pがパイロット事業の現場視察を行っている（1回/1週間）。 

2-5. 合同モニタリングの結果が適宜、住民にフィードバックされている 

 

指標 総合 指標 2-1 指標 2-2 指標 2-3 指標 2-4 指標 2-5 

達成度 B A B B B B 

 

指標 2-1： 2014年 2月までに、各パイロット事業サイト（地区）で CCGPPが設立された。 

 次のプロセスで CCGPPは設立された。 

- C/P が CCGPP メンバーの構成原案をパイロット事業地区に提案した。原案は以下の

メンバー構成である。(i)C/P：議長を担当する、(ii)宗教・民族からのリーダーを

含めたステークホルダー、(iii)パイロット事業セクターに関連する組織、例えば学

校の場合は COGES。また女性団体、若年層団体。また存在すれば職工組合も想定。 

- 各パイロット事業地区では、ステークホルダーが中心となり CCGPP メンバー案をと

りまとめた。C/P と JET が、パイロット事業の趣旨に照らして適切なメンバー構成

となるよう提出されたメンバー案を確認した。場合によっては再検討してもらうた

め、各地区にメンバー案を差し戻した。 

- CCGPP メンバーは、第 1 回 CCGPP 会議でメンバー相互に承認しあい、発足した。た

だし、CCGPP のメンバー構成は一律なものではなく、パイロット事業の内容と地区

の状況に応じた構成である。 

 CCGPPには 3つの役割がある。 

- 各パイロット事業をスムーズに実施すること。各 CCGPPとも、パイロット事業の PDM、

PO及びサイト・プランなどの実施計画を 2014年 5月までに作成し終わった。 
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- ステークホルダーとともに社会統合への意識の強化・向上を通じて、地区既存の社

会資本を再強化すること。 

- パイロット事業後、パイロット事業に従事した元地元労働者の就業を支援すること。 

 

指標 2-2： 各パイロット事業地区では、プロジェクトで設けた調達方針に沿って地元労働者が

雇用されている。 

 パイロット事業開始に先立ち、各 CCGPP は道路や校舎建設の工事業者に提示する地

元労働者調達基準を作成した。地元労働者として応募できる基準の一例は次の通り

である。(i)17歳から 61歳の間、(ii)パイロット事業の行われる地区に在住してい

ること、(iii)学生ではないこと、(iv)応募時、無職であること。 

 各施工業者には、地元労働者を道路パイロット事業では全労働者の 60％、学校パイ

ロット事業では同 50％、雇用することが求められた。このパーセンテージは、道路

と学校それぞれの工事の品質を確保しながら、人力作業あるいは非熟練工の作業を

最大化できるよう、JETが協議を重ねて導きだしたものである。 

 必ずしも全ての施工業者がこの方針に速やかに同意したわけではなく、自社の方法

で労働者を連れてこようとした業者もいた。そのため、CCGPP メンバーが、パイロ

ット事業は単なる工事ではなく社会統合のための活動であり、地元労働者の雇用が

重要であることを説明し、施工業者の合意を得た地区もあった。 

 終了時評価時、地元労働者の雇用率は学校事業では両コミューンとも目標値を超え

た。道路事業ではヨプゴン・コミューンでは目標値を超えたが、アボボ・コミュー

ンの道路事業は目標値を下回った。道路事業は、工事の遅れを挽回するために効率

のよい機械工事が途中から増え、その分人力作業が減ったため、地元労働者の調達

も当初予測よりも減少した。しかし、全体としては、プロジェクトが作成した調達

基準に基づいて、施工業者が地元労働者を採用していると見なせる。 

 1 日でもパイロット事業に従事した地元労働者は 393 名であり、この人数が他のグ

ループの住民と同じ現場で働く機会を持った。 

 CCGPP はパイロット事業完工まで、施工業者が調達方針を遵守しているかどうか、

モニタリングを継続する予定である。 

 

表 ３-３ パイロット事業の地元労働者雇用概況 

パイロット事業

区分 

地元労働者の

累計従事日数 

地元労働者の

占める割合 
平均従事日数 平均年齢 男性/女性比 

アボボ 学校 1,719 59% 12.9 31.1 91%/9% 

ヨプゴン学校 1,971 69% 15.4 30.7 77%/23% 

アボボ 道路 1,202 46% 23.9 26.0 100%/0% 

ヨプゴン道路 2,501 66% 79.5 29.0 86%/14% 

出所：プロジェクト提供最新データをもとに終了時評価調査団作成 

 

指標 2-3： CCGPPのモニタリング状況によれば、パイロット事業のうち完工したパッケージ 3

件（PP-PKG-1、PP-PKG-S1、及び PP-PKG-2）では、契約書に沿って労働者に賃金が
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支払われた。現在、施行中のパイロット事業については、上述のとおり CCGPPがモ

ニタリング中であり、賃金が適切に支払われ、本指標を達成できるよう注視してい

る。 

 

指標 2-4： C/Pを含めた CCGPPは、各地区においてパイロット事業の工事を毎週（火曜日に道

路工事、水曜日に学校工事）モニタリングしている。パイロット事業実施中は引き

続き、実施される予定である。 

 

指標 2-5： 毎週のモニタリングの結果は、CCGPP メンバーから住民に求めに応じて共有されて

いる。またパイロット事業の計画や設計を変更することが必要になった際は、その

旨も CCGPPメンバーから地域住民に知らせている。このような情報共有は、残るプ

ロジェクト期間中も継続される予定である。 

 

３-２-３ 成果３ 

成果 3 は、指標 3 点のうち 3-1 が達成している。残る指標 2 点は、終了時評価後に本格化す

るプロジェクト活動を通じて 2016年 4月には達成することが見込まることから、成果 3も同時

期に達成する見込みである。 

 

成果 3 社会統合に配慮した社会インフラ整備事業を実施するための手法が整備される。 

指標 3-1. 社会的統合に配慮して策定された研修計画に従って研修が実施される。  

3-2. パイロット事業実施から取りまとめられた教訓を各市役所の主要 C/P全員が

理解する。 

3-3. 教訓を反映した社会インフラ整備事業プロポーザルがドナーに提出される。 

 

指標 総合 指標 3-1  指標 3-2 指標 3-3 

達成度 B A B B 

 

指標 3-1： プロジェクトでは研修ニーズを把握し、また C/Pと研修関係の JICA 専門家とで構成

する研修ワーキンググループでの協議を踏まえ、2014年 2月に社会統合に配慮した

研修計画を立てた。 

 これに基づいて各種研修が実施された。C/P本邦研修は 2回実施され、13人が参

加した。またコートジボワールでの研修は 21コースあり、延べ 530 名が「環境社会

配慮」、「カイゼン」、「パイロット事業選定」、「社会的統合とコミュニティ開発」等

に参加した。詳細は付属資料１．「合同評価報告書」の Annex 6 を参照されたい。

コートジボワール国内で実施した各種研修には、C/Pのみならず、パイロット事業

地区の CCGPPや COGESメンバーが参加した。 

 

指標 3-2： パイロット事業の実施から得られた教訓を取りまとめるプロジェクト活動は、終了

時評価後に本格化する予定である。一方、パイロット事業の実施を通じて下記の認

識を有している C/Pもいる。パイロット事業のモニタリングは継続されているので、
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残るプロジェクト期間内には、パイロット事業実施からの教訓が取りまとめられる

と見込まれる。 

 インフラ事業の初期から地区住民を巻き込むのは、インフラ事業をスムーズに実施

するために、住民との合意を形成するうえで有効であった。 

 CCGPPは対象地区のグループや組織の代表で構成されていることから、CCGPPは市役

所と住民の間の協働を推進するうえで有効でありえた。 

 住民からのコンセンサスを得るうえで、選択基準に基づく事業選定は有益であった。

これは特に、アボボ・コミューンで認められた。 

 

指標 3-3： 指標 3-2とも関連して、今後、プロポーザル作成は活発化する予定である。なおプ

ロジェクトは、パイロット事業の実施を通じて得た教訓を他ドナーと共有するため

に、中間セミナーを開催した。そこで得られた教訓を反映したインフラ事業のプロ

ポーザルが、既に 2本提出された。これは日本大使館の資金事業への応募であるが、

残念ながら採用されなかった。今後、パイロット事業の教訓取りまとめと合わせて、

それらを反映したプロポーザルはさらに作成される予定である。 

 

３-３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標に設定されている指標 5 点のうち、1-1 と 2-1 の 2 点が既に達成されてい

る。終了時評価時点での状況、プロジェクトの残り期間、及びプロジェクト活動の進捗状況を

照らし合わせると、残る指標 3 点もプロジェクト期間内に達成できると見込まれる。これらの

ことから、プロジェクト目標はプロジェクト期間内にほぼ達成すると見込まれる。 

 

プロジェク

ト目標 

社会インフラ整備事業の実施を通じて紛争影響をうけた対象コミューンにおける

住民の関係が強化される。 

指標 1.パイロット事業実施地区において住民間の活動が活発化する。 

1-1.ミーティング開催回数が増加する。 

1-2.グループ活動の回数と種類が増える。 

1-3.住民間の関係がよくなったと感じる住民が増加する。 

2.パイロット事業を通じて、市役所に対する信頼が醸成される。 

2-1.住民と市役所の直接対話の機会が増加する。 

2-2.住民から市役所へ事業の要望が増える。 

 

指標 総合 指標 1 1-1 指標 1 1-2 指標 1 1-3 指標 2 2-1 指標 2 2-2 

達成度 B A B B A B 

 

「2-4 情報・データの収集方法」で述べたように、エンドライン調査ではプロジェクト目標

の指標の全てが調査項目になっていないことから、以下に述べる指標達成状況は調査団が収集

したデータ・情報に基づいている。またプロジェクト目標の指標のうち、プロジェクトが実施

したエンドライン調査の調査項目に含まれているものについて、エンドラン調査の結果を併せ

て報告する。なお既述のように、エンドライン調査のデータ収集結果は終了時調査終了直前に
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参照できるようになり、詳細な分析は終了時調査後に行われることから、本報告書では速報と

して扱っている。次の節の上位目標の指標の達成状況も同様である。 

指標 1-1： 本プロジェクト開始前には、宗教・民族や女性・若年層・COGESといった既存の組

織内での交流はあっても、これらの枠を超えた交流の機会は官製の会合以外、極め

て少なく、CCGPPはこれらの垣根を超えた住民の集まりとして最初のものである。

CCGPPは設立以来、毎月 1回、またパイロット事業モニタリングが毎週に、それぞ

れ定期的に開催されていることから、この指標は達成されている。なお、CCGPP住

民メンバーは無償であることから、仕事が忙しいときは参加しないが、代理を送る

等の対応をしている。 

 

指標 1-2： CCGPPとパイロット事業モニタリングが開催されている。これは以外では、CCGPPの

後継組織が今後、本格的に動き出そうとしている状況である。これが活動を開始し

れば、CCGPP とパイロット事業モニタリング以外の住民活動の回数と種類が残るプ

ロジェクト期間中に増加するので、この指標が達成できると考えられる。 

 

指標 1-3： パイロット事業実施地区において CCGPP、ステークホルダー会議や地元労働者のパ

イロット事業への従事は、結びつきを深めることができる有用な機会であると参加

者に認識されていることがインタビュー調査を通じて判明している。例えば、異な

る民族グループに所属する CCGPPメンバー同士が道の向こうとこちらで挨拶しあう

ようになっている。このようなことは過去にあまり例がないそうである。CCGPPの

住民メンバー、特に民族グループ・リーダー同士については、すでにそれぞれの間

柄が良くなったといえる状態である。残るプロジェクト期間では民族リーダー同士

の関係が強化されるとともに、各民族グループに所属する人々にもリーダー同士の

関係改善の影響が徐々に広まっていくことが期待される。 

 

指標 2-1： CCGPPは、市役所メンバーと住民メンバーの間のコミュニケーションの場となり、

また CCGPP住民メンバーと市役所の間の直接対話には事例が複数、あることから、

本指標は達成しているといえる。 

 CCGPP で市役所メンバーと直接、また定期的にパイロット事業について協議するよ

うになった住民メンバーは、市役所メンバー個々を認識するようになるとともに、

市役所が住民のために何をしているのかを知るようになった。 

 そのため市役所への心理的距離が縮まり、行きやすくなったと感じている。CCGPP

の活動の一つであるパイロット事業で雇用する地元労働者の登録は市役所で行うな

ど、全体として市役所と CCGPPメンバーの間で往来ややり取りが増えている。 

 住民メンバーが別の要件で市役所に行った際は、特段の用件がなくとも CCGPP の市

役所メンバーのオフィスに挨拶に行くなどしている。 

 市役所メンバーが住民から伝統的な祝祭に招待された。 

 

指標 2-2： 今回の調査期間中、住民から市役所に具体的な事業要請が上がった事例、例えば要

請書は確認できなかった。しかし、CCGPP やパイロット事業モニタリングの機会を
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活用して、住民から市役所に基礎インフラ改善が口頭で要請されているそうである。

これは上記の指標の住民と市役所の直接対話の機会が増加していることの証左とも

いえる。プロジェクト終了時までには、具体的な要請が住民から申し入れが行われ

るようになると期待できる。 

 

一方、エンドライン調査では次のような速報結果が出ている。なおエンドライン調査は全パ

イロット事業の対象である地区全体を対象にランダム・サンプリングで実施し、回答者 3,200

人中、本プロジェクトのことを知っている回答者は 13％、CCGPP のことを知っている回答者は

5%であった。この割合を考慮し、回答者全体と本プロジェクトを知っている回答者に分けて、

エンドライン調査結果速報を紹介する。 

 

「指標 1-3：住民間の関係がよくなったと感じる住民が増加する」に関し、「2013年に比べて、居

住しているサブ・カルティエで住民間の関係をどう思うか」を尋ねた。「とても良くなっている」

「良くなっている」と思う人は全回答者で 92％、本プロジェクトを知っている回答者が 93％に達

しており、インタビュー等から得られた結果とエンドライン調査結果が一致している。 

なお、全回答者のうち、「とても良くなっている」「良くなっている」と思う人はアボボ市で 93％、

ヨプゴン市で 91％である。 

 

  
全回答者 本プロジェクトを知っている回答者 

出所：プロジェクト提供データを基に終了時評価調査団でグラフを作成 

図 ３-１ 「2013年に比べて、居住しているサブ・カルティエで住民間の関係をどう思うか」 

 

「指標 2-1.住民と市役所の直接対話の機会が増加する」に関し、「2013 年に比べて、市役所

があなたの声に耳を傾けるようになったと思うか」を尋ねた。全回答者では「とてもそう思う」

「そう思う」と思う人々は 6％であり、「そう思わない」「全くそうは思わない」と答えた人々

は 94％である。一方、本プロジェクトを知っている回答者では、「とてもそう思う」「そう思う」

と思う人々は 11％であり、「そう思わない」「全くそうは思わない」と思う人々は 89％である。

本プロジェクトを知っている回答者のほうが、全回答者よりも「2013年に比べて、市役所があ

なたの声に耳を傾けるようになったと思う」の割合が多い。本プロジェクトを知っているとい

うことは、市役所と住民代表とが協働してプロジェクト活動を行っていることも知っている可

能性が高く、従って市役所の姿勢の変化を認識していると考えられる。一方で、プロジェクト
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を知っている人でも、市役所の姿勢を評価しているのは 11％と 1割強にとどまっているい。こ

れは、住民の声を反映した行政サービスあるいは市政に向けて、まだ課題があることを示して

いる。 

なお、全回答者のうち、「そう思わない」「全くそうは思わない」と答えた人はアボボ市とヨ

プゴン市とも 94％である。参考までに、この速報値を聞いた市役所関係者には、住民とのコミ

ュニケーションに対する努力に対する評価が、市役所側で考えるよりも低いことが少なからず

驚きをもって受け止められた。 

 

  

全回答者 本プロジェクトを知っている回答者 

出所：プロジェクト提供データを基に終了時評価調査団でグラフを作成 

図 ３-２ 「2013年に比べて、市役所があなたの声に耳を傾けるようになったと思うか」 

 

３-４ 上位目標の達成見込み 

プロジェクト目標達成見込みや収集した情報を踏まえると、上位目標は長期的には達成が見

込まれる。一方、現在の指標に定量的指標が少ないことから、事後評価調査時、上位目標の達

成状況が客観的にも評価しやすくなるよう定量的な指標の追加が必要とみられる。 

 

上位目標 紛争により影響を受けたコミューンにおいて社会的統合が促進される。 

指標 1.対象コミューンにおいて、「安心して生活できる」と感じる住民が増加する。 

2.対象コミューンにおいて、住民間及びコミュニティ間の協働活動・交流の数及び

種類が増加する。 

3.「市役所が情報を開示し、公平な開発を行っている」と感じる住民が増加する。 

 

指標 総合 指標 1  指標 2 指標 3 

達成度 B B B B 

 

終了時調査期間の情報・データの収集・分析から、調査団は次のような判断に至った。(i) 上

位目標の目標年が明示されていないが、JICA技術協力プロジェクトで一般的なプロジェクト終

了後 3 年が目標年と推定される。(ii) 今回調査では、対象コミューンにおける社会統合には、

プロジェクト計画時に想定されていたよりも長い時間を要することが示された。(iii) 「３-

３ プロジェクト目標の達成見込み」で述べたように社会統合は進みつつあることから、本プ
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ロジェクト終了後 3 年後と特定しがたいものの、上位目標は長期的には達成されると見込まれ

る。 

現在の指標 3点については、指標 1.と 3.が「～と感じる」と住民の認識を問う定性的指標で

あり、社会経済状況に左右される可能性が高い。また指標 2 はベースラン調査及びエンドライ

ン調査の調査項目に含まれていないことから、「住民間及びコミュニティ間の協働活動・交流の

数及び種類」を定義するためのサンプル調査が必要になり、調査コストを要することが想定さ

れる。これら状況から、上位目標により定量的指標があると事後評価調査が効率的に実施でき、

また上位目標の達成状況が客観的にも評価しやすくなるといえる。 

 

一方、エンドライン調査では次のような速報結果が出ている。 

「指標 1. 対象コミューンにおいて、「安心して生活できる」と感じる住民が増加する」に関

し、「2013年に比べて、日常生活でセキュリティーが良くなっていると感じるか」を尋ねた。「と

ても安全になった」「安全になった」と思う人々は全回答者では 42％であり、「危険になった」

「はるかに危険になった」と答えた人々は 59％である。一方、本プロジェクトを知っている回

答者では、「とても安全になった」「安全になった」と思う人々は全回答者では 35％であり、「危

険になった」「はるかに危険になった」と答えた人々は 65％である。本プロジェクトを知って

いる人のほうが、日常生活を送るうえでの安心度が 2013年より下がったと感じている。調査団

が有する情報・データでは、この理由を推測しがたい。 

なお、全回答者のうち「危険になった」「はるかに危険になった」と答えた人々はアボボ市で

多数を占め 71％、ヨプゴン市では逆に少数で 47％である。アボボ市では Plaque 地区（及び隣

接する Abobo Depot Sotra 地区）が、プロジェクト開始前から大統領選挙後の騒乱とは関係な

く治安が悪い傾向にあるので、それが影響していると考えられる。 

 

  
全回答者 本プロジェクトを知っている回答者 

出所：プロジェクト提供データを基に終了時評価調査団でグラフを作成 

図 ３-３ 「2013年に比べて、日常生活でセキュリティーが良くなっていると感じるか」 

 

「指標 3. 「市役所が情報を開示し、公平な開発を行っている」と感じる住民が増加する」

に関し、「2013 年に比べて、市役所が住民により情報を開示し、公平な開発を行っているとい

えるか」を尋ねた。全回答者では「全く同意する」「同意する」と思う人々は 46％であり、「同

意しない」「全く同意しない」と答えた人々は 54％である。一方、本プロジェクトを知ってい
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る回答者では、「全く同意する」「同意する」と思う人々は 66％であり、「同意しない」「全く同

意しない」と答えた人々は 34％である。市役所が情報開示し公平な開発を実施していると認識

する人々は、全回答者では少数派であるが、本プロジェクトを知っている人では、そう認識し

ない人の約 2 倍と多数派となっている。プロジェクト目標の指標 2-1 と同様に、本プロジェク

トを知っているということは、市役所と住民代表とが協働して取り組んでいるパイロット事業

のことを知っている可能性が高く、従って市役所がどのようにパイロット事業を選んで実施し

ているかも認識していると考えられる。 

なお全回答者のうち「同意しない」「全く同意しない」と答えた人々はアボボ市で 89％、ヨ

プゴン市で 91％と圧倒的多数が、市役所が情報開示しておらず、公平な開発を実施していない

と考えている。 

 

  
全回答者 本プロジェクトを知っている回答者 

出所：プロジェクト提供データを基に終了時評価調査団でグラフを作成 

図 ３-４ 「2013年に比べて、市役所が住民により情報を開示し、公平な開発を行っているといえるか」 

 

３-５ プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの実施過程の検証を通じて、プロジェクトの効果発現に貢献した要因が 3 点、

反対に阻害した要因が 1点、確認された。 

 

３-５-１ プロジェクトの効果の発現に貢献した要因 

 

(1) 市役所内の関連組織（部局）を C/Pに加え、既存のリソースを活用したこと 

本プロジェクトでは R/D時、技術局のみが C/Pになっていたが、社会部門が住民に直接、

接するサービスを担当していることから、プロジェクト開始時にアボボ市役所からは社

会・文化・人材局、ヨプゴン市役所からは人間開発局が C/P に加えられた。これにより市

役所内ですでに一定度、蓄積されている住民とのコネクションが社会統合のためのインフ

ラ事業、つまりパイロット事業に活用できるようになった。 

またプロジェクトは、紛争後でまだ不安定な状況下で住民とのステークホルダー会議を

開催する際、各市役所から広報部を招いて、会議の議事進行を任せた。広報部は市役所か

らの情報を適する手段・方法で通知・連絡する経験が豊富である。そのような広報部が、

プロジェクトが住民と接触する最初のステークホルダー会議から加わっていたことにより、
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プロジェクト立ち上がり期に、本プロジェクトの狙いや活動が誤解されることなく、適切

に住民に伝えられることができた。立ち上がり期に活動趣旨が誤って理解されると、その

誤解を解くのに時間を要し、また社会統合に逆方向に作用する可能性もあるが、本プロジ

ェクトは広報部を参加させることでそれらリスクを防いだ。 

 

(2) 既存の住民組織（COGES）を含めて CCGPPを設立したこと 

学校パイロット事業において CCGPP に COGES を含めたことにより、次の 2 点の効果があ

った。 

(i) 学校の運営を担当する COGES は、当該校の父兄・教師・児童生徒であることがメン

バーの要件である。また管理上、校門は常に閉められていて中の様子は外から見えない。

そのため上記の立場にない地域住民は、学校が地域の公共財であるものの関わる場面がな

い。しかし、パイロット事業の CCGPP では多様なバックグランドの住民が、既存の COGES

メンバーと協働することになり、学校の状況が COGES メンバー以外にも分かるようになっ

た。また CCGPP メンバーを通じて、同様に学校に関わらない人々にもパイロット事業の進

捗状況や学校の様子を知るチャンネルができた。COGES の協力で学校が住民集会の場所と

して良く利用されるようになっているパイロット事業地もあり、地域に開かれた学校とし

て住民の交流を促進している。 

(ii) COGESは選挙で選ばれたメンバーが、父兄から徴収した資金を積み立てながら、校

舎や教育環境（教科書や文具の調達）の管理を行う組織で、コートジボワールでは 1995年、

関連法律の制定以来、活動してきている。COGES 自体には資金の確保難等の課題があるも

のの、教育行政のなかに学校管理組織として位置づけられた公的存在である。そのため学

校パイロット事業の CCGPP に COGES がメンバーとして参加していることは、CCGPP の活動

がしやすくなるだけではなく、プロジェクト後の校舎の維持管理体制を確保しやすくして

いる。 

 

(3) 非雇用男性若年層をパイロット事業に参加させたこと 

非雇用男性若年層は選挙後の危機の際、政治的に動員されて、紛争要因の一つとされた。

本プロジェクトでは、「３-２-２成果２」で述べたように、平均年齢 30 歳の地元労働者約

400人が平均約 30日、パイロット事業の工事に従事した。その 78％（平均）が男性である

ので、約 320 の非雇用男性若年層がパイロット事業で他のグループからの地元労働者と共

に働く機会を持ったことになる。紛争要因の一つである非雇用男性若年層が、文字通り建

設的な活動に従事したことは、少なくともその間、地域社会の治安を維持することに貢献

した。また、いくつかのインパクトが認められ、これらは「４-４（２） ポジティブ・イ

ンパクト」に報告している。 

 

３-５-２ プロジェクトの効果の発現を阻害した要因 

(1)  パイロット事業の道路工事の遅れが、CCGPP メンバーの参加意欲と地元道労働者の雇用

機会を低下させたこと 

道路パイロット事業の 1 件では、工事中、水道管等の地下埋設物が壊れた。市役所は生

活用水供給のため速やかに給水車を送ったものの、住民が水道水を使えない状態が 6 週間
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続いた。さらに排水溝設置や路面整備作業の質が悪く、工事契約を数回、延長せざるを得

ない道路パイロット事業もあった。また品質管理や安全管理の概念を理解していない施工

業者もいた。これらにより、2 ヶ月以上、完工が遅れている道路パイロット事業も出てき

ており、CCGPP メンバーの意欲に影響を与えた。具体的には CCGPP の活動へ参加しなくな

る住民メンバーが出てきており、CCGPPをきっかけにした社会統合の促進を阻害している。 

また道路パイロット事業では工事進捗の遅れを挽回するため機械工事の割合を増やした

ことから、非熟練工の割合が減った。地元労働者には非熟練工が大半を占めるので、地元

労働者の雇用機会も減ることになった。JICA 専門家、C/P 及び JICA 事務所にも工事契約

変更のためのコストが発生した。 
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第４章 評価結果 

 

４-１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、次の観点から「非常に高い」。 

 

(1) プロジェクトのアプローチの適切さ 

本プロジェクトのアプローチは、社会統合を促進するため、パイロット事業である基礎

インフラ整備事業の選定・実施・モニタリングは、住民参加型、つまり市役所と住民メン

バーで構成する CCGPP が行うというものである。その具体的手法は次の通りある。 

①社会統合に貢献する基礎インフラ整備事業としての選定基準を設ける。 

②左記基準に照らして対象事業を選定する。 

③事業開始に先立って住民説明会やステークホルダー会議を開催し、社会統合推進のた

めの事業であるという事業の趣旨、及び住民と市役所が事業管理を行うという活動内

容を説明し、住民側の理解・合意を取り付ける。 

④事業管理のための CCGPP を設立し、市役所の技術部や社会部門のスタッフと住民メン

バーがモニタリングを事業期間中継続実施する。 

インフラ事業は、公的機関の判断で、規模の大小を問わず住民に事前の説明なく開始さ

れることもあり、住民から行政・政府への不満を惹起しやすい事業である。しかし、本プ

ロジェクトでは各段階で社会統合への配慮あるいは住民への情報開示がなされている。特

に③と④では、共通の関心事項について住民が集まり意見を述べ合う場を設けて住民対応

に時間をかけ、事業実施プロセスに住民メンバーが参画し、市役所事業が具体的にどう行

われているのかを明らかにしている。 

パイロット事業を通じて市役所と住民、また住民同士が共通の関心事項について協力・

協働する切っ掛けを作るというプロジェクトの設計は、社会統合の促進に貢献するうえで

適切であった。 

 

(2) パイロット事業の対象セクターの適切さ 

本プロジェクトのパイロット事業は学校とコミュニティ道路（排水溝を含む）が対象で

ある。これらセクターは社会統合を促進する効果があることが、一般的に認められている

ことから、本プロジェクトは適切なセクターを支援対象に選んでいた。本プロジェクトに

おいてパイロット事業は、日常生活に必要な基礎インフラを修復・整備することだけでは

なく、社会統合の促進に貢献するための手段でもあることが、コートジボワール側・日本

側のプロジェクト関係者に正しく認識されており、適切なセクターを選定したといえる。 

 

(3) 支援開始時期の適切さ  

本プロジェクトは 2010年大統領選挙後に発生した危機の 2年後に開始された。当時は依

然、不信や不安が強く存在していた。そのような状況下、本プロジェクトが住民に CCGPP

や地元労働者としてともに働く機会を提供したことは、社会統合の促進に繋がり、適切で

あった。 
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また本プロジェクトの開始時期は、相手国政府の社会統合へのコミットメントの有無に

照らしても適切であった。プロジェクトが開始される前に、コートジボワール政府（GRCI）

が「国家社会統合プログラム（2012 年‐2015 年）」を開始しており、社会統合が国家政策

として推進されようとする時期でプロジェクトを開始したことは時宜にかなっていた。 

なお PDM に記載されて外部条件は、終了時評価時点においてもプロジェクトを実施し目

標を達成するうえで必要・不可欠な条件であること、またいずれの条件も発生していない

ことが確認された。 

 

(4) プロジェクト対象の選定の適切さ 

本プロジェクトは適切な支援対象地域及び支援対象グループを選んでいた。まず本プロ

ジェクトは、大アビジャン圏内で選挙後の危機による最大の影響を受けたコミューン 2 地

区をプロジェクト対象地域にしていることから、社会統合の促進支援を目指すうえで適切

な支援地域が選定されていた。また本プロジェクトの対象グループは、そのコミューンの

住民と市役所職員である。かれらは社会統合を実現するための主要なアクターである。社

会統合に向けた具体的取り組みへの機運はあるものの、プロジェクト開始前には、具体的

な社会統合推進の機会を持っていなかった人々であり、だからこそ、そのような機会への

ニーズが高かった人々でもある。このように本プロジェクトは、社会統合の実現に寄与す

るうえで、最も適切な人々を支援対象グループにし、またそのニーズに応えるものであっ

た。 

 

(5) コートジボワール国の政策及び日本の支援政策との整合性 

本プロジェクトは GRCI の政策及び我が国の対コートジボワール支援方針のいずれとも

高い整合性を持っている。 

GRCIは、大統領選後の危機が 2011年 4月に集結した後，「国家開発計画（PND）」を打ち

出し，平和と治安，国民和解と社会の調和，及び危機後の経済復興に取り組んでいる。社

会統合に関しては、「国家社会的調和促進プログラム（2012 年-2015 年）」が本プロジェク

ト開始前に開始されており、社会統合促進を支援する本プロジェクトはこの政策にそって

おり、整合性が高い。 

コートジボワールは，西アフリカ地域の牽引役であり，同国の安定と発展は周辺国にと

っても重要である。2014 年 4 月策定の「対コートジボワール共和国 国別援助方針」によ

れば、我が国は，内戦で不安定化した国内の平和と治安、行政・社会サービスを回復し、

社会の安定を図るとともに、インフラ整備、成長産業の育成等への政府の取組を支援する

ことにより，同国及び地域の安定と発展を支援していくことを支援の基本方針としている。

本プロジェクトは、支援重点分野の一つである「安全で安定した社会の回復」の具体的取

り組みであり、我が国の同国支援方針に合致している。 

 

４-２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は以下の観点から「高い」といえる。 

 

(1) プロジェクト目標の達成見込み 
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既に述べたプロジェクト目標の指標の達成状況の検証結果（「3-4 プロジェクト目標の

達成見込み」）、及び本調査期間中に収集した情報・データに基づけば、プロジェクト期間

中に本プロジェクトの目標はほぼ達成すると見込まれる。しかしながら、本調査時のパフ

ォーマンスのレベルを残る期間中も維持するためには、コートジボワール・日本それぞれ

が継続してプロジェクトに取り組んでいくことが不可欠である。 

 

(2) 成果とプロジェクト目標の関連 

3 点ある成果はプロジェクト目標の達成に次のように連動しており、これら成果が達成

されればプロジェクト目標が達成される構成になっている。まず既存の社会インフラ事業

の計画・立案プロセスと乖離しないようにパイロット事業が選定され（成果 1）、地域住民

と各市役所で構成する CCGPPによりパイロット事業が実施・管理され（成果 2）、パイロッ

ト事業を実施するなかで得られた教訓を取りまとめ、共有する（成果 3）。その結果、プロ

ジェクト目標である社会インフラ整備事業の実施を通じて紛争影響をうけた対象コミュー

ンにおける住民の関係が強化されるという構成である。成果の達成がプロジェクト目標の

達成に繋がっている。 

 

４-３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下に挙げる状況から「中程度」とみられる。 

 

(1) 日本側・コートジボワール側からの投入 

日本側・コートジボワール側からの投入は、PDM に記載されたとおりに行われた。JICA

専門家の構成は PDM から変化しているが、これはプロジェクトの趣旨に照らして、より適

切に専門家を配置したためである。なおプロジェクト途中から始まった円安により、パイ

ロット事業費予算は 10％程度、目減りした。 

 

(2) プロジェクト・マネジメント 

プロジェクト活動は道路パイロット事業の JICA事務所調達工事以外は、予定通りに実施

された。しかし、この工事は雨期、想定されていなかった地下埋設物、及び施工業者の質

の低さにより完工が遅れた。これら工事については契約更新を重ね、平均で 2ヵ月遅れ、8

月中旬から 9 月上旬に完工した。プロジェクト効果発現に対するこの遅れの影響は「３-

５-２ プロジェクトの効果の発現を阻害した要因」に述べた通りである。 

 

４-４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下の理由から「高い」といえる。 

なお、「３-４ 上位目標の達成見込み」で述べたように、効率的・客観的に事後評価を行い

やすいよう、上位目標の指標は改訂・追加されることが望ましい。 

 

(1) 上位目標の達成 

「３-４ 上位目標の達成見込み」で述べたように、既に社会統合に繋がる動きが起きて

いることから、PDM 記載の外部条件が確保されれば、長期的には上位目標が達成される見
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込みがある。一方で、現行の上位目標の指標は、指標入手に時間を要する指標、あるいは

定性的指標が多い。また対象コミューンにおいて社会統合の実現には詳細計画時に想定し

た以上に時間を要するとみられることから、プロジェクトの成果が上位目標の達成に貢献

するにも時間を要する可能性がある。上述の現在の指標の特徴を踏まえ、これらを補完し、

プロジェクトの成果がどのように上位目標の達成に貢献しているのかを端的に占めすこと

ができる指標の追加が望まれる。 

 

(2) ポジティブ・インパクト 

本終了時評価調査中、次のようなポジティブ・インパクトが観察された。 

 

 ヨーロッパ連合（EU）資金による「アボボとヨプゴンにおける住民の和解と社会統合

支援事業」（Projet d'Appui à la Réconciliation et à la Cohésion Sociale des 

populations des communes d'Abobo et de Yopougonn: PARCS）は本プロジェクトのア

プローチ、即ち、社会統合を促進するため住民参加型で基礎インフラ建設事業を進め

る、というアプローチを採用している。CCGPPを模した組織も設立される予定である。 

 アボボ市役所技術部は、本プロジェクトの手法（「４－１妥当性（１）プロジェクトの

アプローチの適切さ」に記載）の有用さを認識し、他のインフラ事業についても本プ

ロジェクトの手法を取り入れられるため、社会・文化・人材局の協力を仰ぐための協

議を開始した。具体的には、技術部だけでインフラ整備を計画・実施するのではなく、

事業地区が決まったら、まず社会・文化・人材局が住民説明等を行い合意・理解を取

り付けたのちに、技術部が技術的な観点からの説明を行い、工事を始めるという方法

である。 

 インフラ事業の選定基準を設け、それに基づいて事業を実施するという方法は、市役

所技術部にとって二つの方向に対して有用である。一つは選定から漏れた住民への説

明の際で、選定基準、選定理由あるいは不選定理由を説明することで、少なくとも不

選定になった地区の住民から納得してもらえるようになった。また、選定基準とそれ

に基づく選定という手法は、公共事業が政治的に利用される機会を抑制する効果もあ

った。 

 CCGPPの住民メンバーは、CCGPPに参加するなかで、市役所の機能や業務内容を理解す

るようになった。以前は税金がどのように使われているか分からず、不安・疑問があ

ったが、今〔註：終了時評価時点〕では税金の使い道が分かっているので、安心して

税金を納めるようになった。 

 アボボ市ではエブリエ族がその祝祭に他民族を招くようになった。これは過去に事例

がないことである。 

 ある CCGPPでは、若年層組織の代表者 2名は、選挙後の危機時、互いに戦ったグルー

プ代表でもある。当初、互いに話をすることもなかったが、CCGPP の集まりに参加す

るなか、次第に話をするようになり、今では一緒に CCGPPの活動ができるようになっ

た。また地元労働者も、以前、対立していたグループ所属者とパイロット事業の工事

を共にすることを通じ、今では仲間意識を持つようになった。 

 CCGPPは、本プロジェクトのパイロット事業管理のための組織で、いわば期成同盟で



26 
 

ある。しかし、地区の一層の発展のため、住民メンバーが自主的にボラティア組織を

形成しはじめている CCGPPが数例、ある。例えば、ヨプゴン市の Andokoi地区では、

MUDA（Mutual Fund for Development of:Andokoi）という組織を立ち上げつつある。

またアボボ市 Lycce Municipal地区では、CCGPP住民メンバーがより幅広い住民グル

ープを加えた CGQ（Comité de Gestion du Quartie: 地区管理員会の意）を設立し、

CCGPPが発展的に解散している状態である。 

 パイロット事業に雇用された地元労働者に関するポジティブ・インパクトとしても、

次の事例が確認された。(i) 賃金が子弟の学費や救急医療費の支払いに充てられ、生

計の悪化を防ぐことに貢献した。(ii) 元地元労働者のなかには、パイロット事業に参

加し熟練工の作業に興味を抱いたため、自分から職業訓練校に通うようになった男性

若年層が出てきた。(iii)生産的活動に従事していない男性若年層は、選挙後の危機の

際、社会不安要因の一つと見られたように、社会のなかに包含されておらず、従って

社会に対して複雑な感情を抱くことがある。しかし元地元労働者の男性若年層は、地

域の共通の関心事項である基礎インフラの整備に従事したことで、地域の発展に貢献

しているという喜びや誇りを感じている。パイロット事業の工事に従事した男性若年

層は約 320名程度であり、彼らがこのような気持ちを抱くようになったことは、今後、

地域社会を安定させることにも間接的につながるとみられる。 

 

(3) ネガティブ・インパクト 

本プロジェクト実施によるネガティブなインパクトも発生していた。いずれも、終了時

業時点は、CCGPP、JICA専門家や C/Pによって再発防止策・対策が講じられている。 

 

 アボボ市 Lycce Municipal 地区では、パイロット事業で整備した排水溝（ところどこ

ろに通行のためのコンクリの蓋があるが、基本的には開渠）で水浴びをしようとした

男児が流され、行方不明のままである。事故発生後、CCGPPは啓発活動を行い、沿道

の全戸を回って状況と対応策の説明を行い、住民感情の悪化防止に努めた。またプロ

ジェクトも再発防止策として施工業者に排水溝内にバリアを設置させた。 

 同地区では、対象道路全区間のうち中心に近い区間がパイロット事業で整備された。

残る区間も排水溝は設置されたが、道路の状態は元のままであり、整備済み区間と未

整備区間の環境の差が著しい。そのため、未整備区間の沿道住民の不満がきっかけと

なり、かつて存在した地域分断が再燃しないかと懸念されている。社会統合促進のた

めの道路整備がもたらした、この状態に対して、アボボ市役所は未整備区間を調査し

ており、その調査結果をもとに世界銀行の資金支援事業に応募する予定である。  

 

４-５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、次の理由から「中程度」とみられる。持続性を検討する４つの

観点のうち政策面、技術面、社会・文化面からみた持続性は高いものの、プロジェクトの成果

をどう活用していくかの財政面・ロジ費用面を含む具体策が示されていないため、財務・組織

面からの持続性がやや低い。 
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(1) 政策面 

政策面から見た本プロジェクトの持続性は高い。本プロジェクト開始前に始まった「国

家社会的調和促進プログラム（2012 年-2015 年）」は 2015 年までであるが、その後継事業

である「国家連帯と社会統合プログラム（2015 年‐2020年）」が承認されたばかりである。

最新の「コートジボワール国家開発計画（2015年‐2020年）」では、2020年までに紛争影

響からの復興を完了すると同時に中進国として社会経済開発のスタートラインに立つこと

が目指されている。同プログラムは、社会経済発展に不可欠である社会の統合と安定を進

めるものであり、社会統合が依然、重視されている。社会統合を促進することを目指す本

プロジェクトは今後もコートジボワールの政策と合致していくことから、本プロジェクト

の政策面での持続性は高い。 

 

(2) 技術面 

技術面から見た本プロジェクトの持続性は高い。本プロジェクトは最新の技術や機器を

導入するものではなく、住民説明会やステークホルダー会議の開催、さらに毎月の CCGPP

開催を通じて、徐々に市役所職員と住民の物事の考え方を変えていき、市役所内の関連部

署間の協力、市役所と住民の間のコミュニケーションと協調へと導くものである。そのた

めに必要な技能や知識は各 C/P や CCGPP 住民メンバーによく理解・取得されている。特に

技術部門の C/P は、本プロジェクトの手法が住民や政治勢力への対応にも効果があること

から、また住民対応になれた部局がインフラ事業に関われば、技術部門はより本来業務に

従事できるようになることから、積極的に取り入れたいという意向が強い。 

 

(3) 社会と文化面 

社会と文化の観点から見た本プロジェクトの持続性は高い。多民族・多様な文化を特徴

とするコートジボワールでは、一般的に社会統合の重要さが強調されてきた。特に内戦を

終結するために開催された大統領選挙で却って武力対立が発生した後は、社会統合を求め

る気運が、住民レベルでも中央・地方政府レベルでも高まっている。そのため社会統合促

進を掲げる本プロジェクトは、政策面での整合性のみならず、社会・文化面での受容性が

高い。  

 

(4) 財務・組織面 

財務・組織面に関する本プロジェクトの持続性は、終了時評価時点ではやや低いといえ

る。社会インフラ事業の事業費そのものは、市役所が毎年行うインフラ整備事業費のなか

に計上することが可能である。一方で、本プロジェクトの手法は、高い資機材は不要であ

るものの、住民説明会やステークホルダー会議、CCGPP メンバーの選定と月例 CCGPP とい

った集会を開催することから、開催のための事前準備から開催当日まで、様々な費用が発

生する。さらに開催を可能にするには、頻繁に地区を訪問し、住民からの理解・合意を取

り付けることが不可欠である。つまり、社会統合の促進に有用であることが示された本プ

ロジェクトの手法でインフラ整備事業を実施することは、多様な準備作業、住民との通信

連絡や地区までの移動手段と費用等、工事費や施工監理費以外の費用が必要となる。 

「３-１-２ コートジボワール側の投入」で示したように、アボボとヨプゴン両市役所は、
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C/P 活動経費を 2015 年から投入している。MEMIS から示された最新の市開発 3 カ年計画に

よれば、アボボ市役所はでプロジェクト期間の 2016年まで、C/P活動経費を計上している

が、ヨプゴン市役所は 2015年分のみである。また MEMISによれば、MEMIS から本プロジェ

クトの C/P 活動経費を出すよう指示を受けてはじめて、両市とも C/P 活動経費を計上した

状況である。 

上述したように C/P 個人のレベルでは、本プロジェクトの手法をプロジェクト後も実践

していく意欲は高い。一方でそれを具体的に可能にする財政面・ロジ費用面での具体策、

あるいは組織としてのコミットメントである予算措置の有無が今回の終了時評価調査では

確認できなかった。そのため、財務・組織面から見た本プロジェクトの持続性は相対的に

低いとみなされた。 

本プロジェクトは、紛争影響地で社会のあちらこちらに不安定要因が潜んでいるなか、

一足飛びに結論に行くことなく、段階的で丁寧な手法でパイロット事業を展開している。

C/P が既に社会統合のための基礎インフラ整備事業のノウハウを取得していることから、

今後は本プロジェクトの持続性を高めるために、C/P の人的・財政的・組織的能力と事業

地の文脈に照らして、本プロジェクトの手法が無理なく継続実施できるよう、本プロジェ

クトの手法について「集中と選択」することが望まれる。 

 

(5) 環境社会配慮 

本プロジェクトでは、道路パイロット事業で公道を違法に占拠している世帯の移転が必

要となったことから、環境社会配慮分野の専門家を投入し、また研修も実施した。CCGPP

メンバーを中心に、違法占拠者であっても移転が生計に与える影響を配慮することが社会

統合を進める上で有意義であることが理解されている。一方で、「４－４（３）ネガティブ・

インパクト」に記した事例もあり、またその対応策の工事を市役所が実施する予定である。

そのため、プロジェクトは現在の持続性を維持できるよう、今後も、市役所の対応策工事

の内容や実施状況を環境社会配慮面からもモニタリングを続けていく必要がある。 

 

４-６ 結論 

5項目評価の結果は次の通りである。 

 

評価項目 妥当性 有効性 効率性 インパクト 持続性 

評価結果 とても高い 高い 中程度 高い 中程度 

 

妥当性は「とても高い」、有効性とインパクトは「高い」と評価された。インパクトについて

は、プロジェクト期間があと 8 ヶ月あるなかで、少なくないポジティブなインパクトが確認さ

れた。一方、効率性と持続性は「中程度」である。持続性については、政策面、技術面、社会

と文化面では持続性が高いとみられるものの、これらに比べ財務・組織面での持続性がやや低

いとみられた。 

プロジェクトの実施プロセス及び成果の達成状況、さらに 5 項目評価結果から、本プロジェ

クトはプロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成すると見込まれる。  
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第５章 PDM の改訂 

 

「３－４ 上位目標の達成見込み」や「４－４ インパクト」で述べたように、PDM 第 1 版の

上位目標の指標 3 点は、定性的指標であったり、あるいはデータ入手に時間を要する可能性が

ある指標である。また「４－５ 持続性」の箇所で明らかになったように、本プロジェクトは政

策面・技術面・社会と文化面に比べて、財務・組織面での持続性が相対的に低い。これら状況

を踏まえて、プロジェクトの成果がプロジェクト終了後も発展的に活用されるように、指標を

追加した。 

 

表 ５-１ 上位目標の指標の比較 

下線部分：追加指標 

改訂前 改訂後 

1. 対象コミューンにおいて、「安心して生

活できる」と感じる住民が増加する 

2. 対象コミューンにおいて、住民間及びコ

ミュニティ間の協働活動・交流の数及び

種類が増加する 

3. 「市役所が情報を開示し、公平な開発を

行っている」と感じる住民が増加する 

 

1.  対象コミューンにおいて、「安心して生活でき

る」と感じる住民が増加する 

2. 対象コミューンにおいて、住民間及びコミュニ

ティ間の協働活動・交流の数及び種類が増加す

る 

3. 「市役所が情報を開示し、公平な開発を行って

いる」と感じる住民が増加する 

4. 各市役所は本プロジェクトの経験から得た手

法を使った社会インフラ整備事業を最低年に 1

案件実施する 

出所：終了時評価調査団作成 

 

追加指標に記載されている「本プロジェクトの経験から得た手法」とは、本プロジェクトの

手法のうち、両市役所が自力で実施できる部分を抽出したものである。つまり、現在の手法を

全て実施するのではなく、市役所の実施能力と社会統合の進め方などを踏まえ、実施可能な、

あるいは地域の状況により応える要素を選択して実施することである。そのため、残る期間で

各コミューンの状況に適応した形で活用する方法を検討することが必要になる。これについて

は「第 6章 提言」に述べている。 

また追加された指標を達成するには、持続性のなかで評価が低かった財務・組織面での対応

が欠かせない。つまり、この指標が追加されたことで、プロジェクトの成果を活用していくこ

とに対する両市役所やプロジェクト責任機関である MEMIS のコミットメントが示されたことに

なり、また指標達成のために具体的な予算措置を講じることが重要となる。 
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第６章 提言と教訓 

 

６-１ 提言 

プロジェクト成果の発現を一層確実にし、また協力効果を持続していくために必要な事項を

提言としてとりまとめた。 

 

６-１-１ プロジェクト期間中の提言 

財政及びロジ面を含めて、CCGPPメンバーと維持管理体制の仕組みについて検討、合意する。（提

言先：内務省、市役所）  

 

プロジェクトで得た教訓を取りまとめ、COSAYで構築したプロセス及び仕組みを、各コミューン

の状況に適応した形で活用する方法を検討する。（提言先：市役所、JICA専門家） 

 

COSAYに関する教訓共有セミナーにおいて、COSAY関係者だけでなく、社会統合の問題を抱える大

アビジャン圏の他の市役所の召集も検討する。（提言先：内務省）  

 

内務省では、社会インフラ事業実施に関して、行政が住民からの要望を汲み取るシステムを構築

したい意向であり、JICA専門家は適宜アドバイスを行う。（提言先：内務省、JICA専門家）  

 

アボボ、ヨプゴンコミューンを含む大アビジャン圏では、住民レベルの関係修復・社会統合が引

き続き主要課題であり、C/P機関より協力支援への継続要請を受けていることから、両コミュー

ンにおける本プロジェクトのアプローチの定着や、大アビジャン圏の他のコミューンへの普及支

援について検討することが望ましい。（提言先：JICA） 

 

６-１-２ プロジェクト終了後の提言 

（コミューンに対する提言） 

パイロット事業実施地区において継続的にモニタリングを行い、必要に応じて CCGPPの後継組織

に支援を行う。 

 

（内務省に対する提言） 

アボボ・ヨプゴン市役所において COSAYアプローチが実施されているかモニタリングを行う。ま

た適宜支援を行う。 

COSAYで得た教訓をもとに社会統合を促進する社会インフラ事業を行う。 

 

６-２ 教訓 

本評価調査を通じて、以下の教訓が得られた。 

 

① 紛争後の移行期から開発期において、能力強化の対象を市役所・住民と設定することにより

社会統合の効果を高めた。 
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② 多様なグループを巻き込んだ、住民の組織形成・事業展開により社会統合が促進された。 

 

③ 事業選定基準を設定することにより、住民への透明性やアカウンタビリティーを保つだけで

なく、政治的関与を防ぐことが可能となり、社会統合に貢献した。 

 

④ 共通の目標に向けた活動という観点から、社会統合を促進する手段として学校と道路を含め

た公共インフラ事業は有効であったが、インフラ整備に必要とされる技術レベルについて確

認が必要。工事の遅延は地域住民の社会統合に影響を与える可能性がある。さらに本プロジ

ェクトの道路事業のように裨益を巡り不公平感を創出する場合、社会統合に影響を及ぼす可

能性があることに留意する必要がある。 

 

⑤ 社会統合を推進するためには、主要なアクターとなる行政とコミュニティの基礎能力が求め

られる。コートジボワールではその環境が整っていたため、プロジェクトの成果が発揮され

た。 

 

⑥ 紛争終結直後の状況において紛争予防配慮・平和促進を行う上で、C/Psと日本人専門家間の

フォーマル・インフォーマルを含めた密なコミュニケ―ションが、紛争予防配慮および平和

促進の実施に貢献した。 

 

⑦ 技術系の日本人専門家の構成に加えて、多岐にわたる社会系の専門分野（平和構築、コミュ

ニティ開発/住民雇用/モニタリング、社会調査/学校管理、環境社会配慮）を含めることで、

社会統合に適したプロジェクト実施計画が可能となった。 

 

⑧ 紛争終結直後はデータが未整備であるため、プロジェクト開始時の想定が必ずしも実施状況

のコンテキストに合わないこともある。必要に応じて PDMの改定が望ましい。 

 

６-３ 団長所感 

 

本プロジェクトは、和平合意のマイルストーンであった選挙を巡る騒乱が収束してから約 2

年が経過し、人々の関心事項が「政治」から「生活」に移り始めている中、依然として現体制

支持派と旧体制支持派の住民間に不信感や恐怖心が残っている状況下で開始された。またコー

トジボワール政府が「社会統合」を国家政策として打ち出した 1 年後のタイミングでのスター

トでもあった。 

プロジェクトは、現大統領派・前大統領派の夫々の拠点であり激戦区となった２つの市を対

象に、社会統合に配慮した公共インフラ整備の計画・実施プロセスを通じて、住民間の関係修

復・社会統合を目標としている。中でも、域内の公共インフラ整備という共通の目標に向けて、

幅広いステークホルダーが協働で活動する機会を提供するものである。プロジェクトは、治安

の安定と経済成長の 2 本柱を軸に国家再建が比較的順調に進む中で、国籍法の制定や政党間の

対話、投獄された旧政権関係者の釈放等、遅々としてではあるが着実に国民和解に向けての政
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治的プロセスが進行する中で実施されてきた。 

プロジェクトの本質が住民の認識やマインドセットに関わることから、評価は実例や状況証

拠を重ねた定性的なものとならざるを得ない。こうした視点から、プロジェクトによって生み

出された主要な成果のうち、特筆すべき事項は以下のとおり。 

 

１）社会統合促進 

開発援助を通じての社会統合促進のアプローチとして、共通の目標に向けた活動ないしは異

なるグループが一同に集まる機会創出という観点では、公共インフラ整備、生計向上支援、文

化・スポーツ、各種研修・技術訓練等があげられる。プロジェクトでは、対象地域が都市部貧

困地域であることから、住民生活に身近な公共インフラが選定された。 

プロジェクトの重要な成果の１つとして、発現効果の地理的範囲は限られているものの、住

民間の関係強化へのポジティブな効果があげられる。これまで交流のなかった住民を含めての

住民間の連絡・交流の増加、部族伝統的行事への他部族の招待、住民の間に芽生えた“共存で

きる”という意識の変化が確認された。更に、プロジェクト完了後のパイロット事業維持管理

及び開発事業に向けて民族・宗教・政治的属性を超えた関係者が一同に参加する地元住民組織

の結成に向けた動向も確認された（Andokoi 区, Lycee Municipality 区, Banco2 区等）。年輩

者から若年層まで、民族、宗教の壁を超え、地域の開発のために共に活動しようという自発的

イニシアチブの持つ意味は決して小さくはない。 

社会統合促進に有効であったのが、第一に、従来部族のリーダーから同じ部族内に情報が伝

達されてきた体制から、本プロジェクトのパイロット事業を通じて、民族・宗教の壁を越え青

年、女性の其々のリーダーが共に考えて、共に意思決定を行うという新たな体制（コミッティ

ー）が構築できたことである。第二に、多民族・宗教から構成されるコミッティーに対する紛

争管理研修を実施したことで、インフラ整備に伴うコミュニティレベルの問題解決に貢献した

こと。第三に、期間限定ではあったものの、それまで敵対関係にあった 300 名以上の元戦闘員

や若年層を中心とした住民が共に働く機会を創出したこと、また若年層の間で社会に貢献した

という自尊心が芽生えたことが観察されている。 

これまで確認されている住民間の関係改善は、主にプロジェクト関係者間の変化である。今

後は市役所がプロジェクトで習得したアプローチを活用して事業を実施するとともに、新たに

結成される住民組織が核となって、社会統合が段階的に促進されることが期待される。 

 

２）市役所内の変化、市役所と住民の関係変化 

行政に対する不信は選挙後の騒乱の直接の要因ではなかった。また 10年弱の紛争及び危機が

続いた期間も、アビジャン市内では行政が機能し続けていたため、選挙後の数ヶ月間の騒乱期

を除いては紛争による影響は殆ど無いと言える。しかしながら B/L 等のデータを見ると市役所

への不信感は根深い。 

本プロジェクトのもう１つの成果として、実践を通じた市役所職員の意識変化があげられる。

市役所職員が、敵対していた住民グループとのコンサルテーションを何度も重ね、コミュニテ

ィとの関係づくりにおいて自信を持つようになった。換言すれば、コミュニティの巻き込み、

コミュニティとの合意形成の重要性を認識するようになった。従来トップダウンで公共事業を

実施し住民との関係において様々な困難に直面してきた市役所関係者が、「社会統合が開発をも
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たらす」、すなわちコミュニティのコンセンサスとコミュニティ内の調和は円滑に公共事業を進

める上で欠かせないという認識を持つようになった。このような意識変化が、C/P の発案で他

ドナーの事業に本プロジェクトのアプローチを採りこむというモチベーションに自ずと繋がっ

たと言える。 

しかしながら行政側のこうした意識変化が、各種サービスの改善という形で住民側に届くに

は今少し時間が必要であると考える。 

 

３）社会統合に関する課題 

社会統合は少なくとも 2020年までの期間、コートジボワール政府の主要政策課題として位置

づけられている。中央政府主導により、既述のとおり制度・政策上の取り組みは進められてき

たが、僅か 4 年前に市街戦となったアボボ、ヨプゴンコミューン市内の住民レベルの関係修復

及び社会統合、紛争にレジリエントな地域社会を再構築していくには時間を要する。現行フェ

ーズで社会統合が促進された地域もコミューンのごく一部にすぎない。住民レベルの社会統合

を更に進めていく上では、市役所の持続的な役割が求められている。そうした観点から、まず

残り 6 か月間で、パイロット事業で構築された民族、宗教、政治的属性を超えた住民間のプラ

ットフォーム、住民と市役所のパイプ、社会統合に配慮したインフラ整備の計画・実施プロセ

スに関わる経験をレビューし、今後の戦略及び方法について関係者で検討することに注力する

必要がある。加えて、市役所の社会統合に配慮したインフラ整備の重要性に関する意欲が高ま

っているうちに、本プロジェクトで試行してきたアプローチを定着させるための取組みが引き

続き必要ではないかと思料される。市街戦を経験した地域において、紛争予防に配慮しない地

域・コミュニティ開発は、将来の新たな紛争の火種となりかねない。 

なお月日の経過とともに、住民間の関係強化に加えて、市役所と住民間の関係改善ないしは

住民の市役所に対する信頼向上の重要性も増すものと思われる。 
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添付資料１ 主要面談者リスト 

 

内務省地方分権化・地方開発局 

Mr. Parfait Gohourou Director General / DGDDL 

Mr. Gbala Gnato Raphaël Coordinator JICA-DGDDL projects 

Mr. Nemlin Abel José Deputy Coordinator JICA-DGDDL projects 

アボボ市役所 

Mr. Koné Siaka Deputy Mayor 

Mr. Coulibaly Valy Technical Director,  

Mme Barro Mahoussa Director of the Social, Cultural and Human 

Department 

Mr. Doumbia Adama Communications Officer 

ヨプゴン市役所 

Mr. Coulibaly Issifou 1st Deputy Mayor 

Mr. Yeo Adama  Technical Director 

Mr. Ouattara Seydou Assistant Director, Technical Department 

M.r Coulibaly Bengaly Director, Human Development Department 

Mr.Coulibaly Doulaye  Communication Officer 

CCGPPメンバー 

Mr. Traoré Mamadou EPP Plaque 1&2, Abobo 

Ms. Koffi Agnès Anonkoua Kouté 3&4,, Abobo 

Mr. Koné Abdoulaye Lycée Municipal, Abobo 

Mr. Fofoana Sindou Plaque/ Carrefour Jack, Abobo 

Ms. Sidibé Awa epse Diane SOGEFIHA6, Yopougon 

Mr. Soumahoro Minignan Palmerale, Yopougon 

Mr. Manbo N'cho François EPP Banco2, Yopougon 

Mr. Desse Fabrice Andokoi/ Lycee to la Clinique Nazareen, Yopougon 

PARCS（EU資金事業) 

Mr.Kone Donikpo Project Coordinator, 

連帯・家族・女性・児童省 

Ms. Ouattara Yra Elise 
Director, Solidarity and Social Cohesion 

Observatory 

JICAコートジボワール事務所  

藤山 真由美  企画調整員 

プロジェクト JICA専門家 

関口 正也 総括/コミュニティ開発/平和構築 

浦田 あゆみ 社会調査/学校運営・住民活動強化 1 

服部 圭介 研修管理/プロジェクト・モニタリング 

小林 宏昭 調達監理 5 

乙黒 圭子 施設維持管理（建物）/調達監理 3 
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事務局

独立部門 情報通信推進

独立部門 都市治安

市長

独立部門 広報

総務・地域局

人事・法務課

社会サービス課

地域警察課

市民課

経済・財政局

予算・監査・経済研究課

徴収課（歳入管理）

歳出課

技術局

住居・都市計画課

都市インフラ課

環境・生活環境課

青年・スポーツ・余暇課

文化・人材推進部

文化サービス・人材推進局

住民特定課

アボボ市役所 



 

添
付

2 -2 

 

LE MAIRE 市長

SECRETARIAT

GENERAL

事務局

Service
Communication et des Relations 
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ヨプゴン市役所組織図 
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添付資料４ インタビュー記録 

インタビュー記録 1 

実施日 2015年 8月 27日 9:20 － 10:00 

議題 EPEC：PKG2 コントラクター 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mme.KAKOU BONZO Henriette EPEC社長 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou François、

Mme.Barro Mahoussa 他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

アボボ市役所社会・文化・人材局長 

他合同評価メンバー一同 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 EPP Plaque 1,2, Abobo 

議事 

１. 学校工事 

 COSAYのパイロット事業である学校建設を請け負った。工事内容について、発注側と認識の

相違があったが、プロジェクトが追加費用を認めなかったので、コントラクター側が対応し

た。特に、学校近くの道路で、別のパイロット事業（道路修復）の工事業者が水道管を壊し

たことで一帯の水道が止められ、学校にも水がこない時期があった。市役所に陳情したが、

なにも動いてくれず、遠方まで、自費で水を取りにいった。 

〔補足：市役所が住民から苦情が来ていることをプロジェクトに連絡。プロジェクトから CCGPP

住民メンバーにそれを知らせたところ、啓発を実施。またプロジェクトからのアドバイスで、

副市長と技術部長が水道公社を訪問し、速やかな復旧を要請するなど、MEMIS とも連携し、水

道会社（SODECI）による復旧のための諸アレンジをし、水道管修復費用は市役所が対応した。

水道公社が現状復帰ではなく、老朽化した水道管を新しいものに交換する費用まで請求してき

たので、水道管更新については断る等のやり取りが発生した。最終的に水道管の新規敷設を含

む費用は、ONEPが予算措置をとった。〕 

 

２. 地元労働者 

 学校周辺に在住する若者を建設工事に雇った。スキルがない人がほとんどで、スキルが必要

な部分については自前の熟練工を投入した。 

〔補足：コントラクターの契約書には、熟練・非熟練併せて全体労働者の 50%を地元から採用す

ることが盛り込まれている。〕 

 単純動労者としては非熟練であっても問題ないが、石工等になるには訓練が必要。 

 地元の労働者は週替わりで工事に従事した。これはなるべく多くの人々に機会を与えるた

め。10～15人が常時働き、これは全労働者の 60～65%に相当する。女性も 2%ほどいたが、

体格がよく力持ちな女性である。 

 現在、4人の地元住民が、ここから 40km離れたグランバッサムの工事現場で引き続き働い

ている。工事終了時、多くが引き続き雇用してくれと申しでた。その中から働きぶりが良か

った 4人を別の工事に連れて行った。4人なのは、たまたま労働者の不足が 4人分だったか

ら。もっと不足していれば、それにあった人数を連れて行ったと思う。 

 4人のうち、1人は石工、3人は非熟練工。今後も彼らを自前の労働者として雇用し続ける

予定。 

〔補足：この 4 人のうち 1人は、プロジェクトが学校工事前に独自に実施した仮設校舎工事の従

事者。この工事では、ブロック積、天井張り、石工等の訓練を実施した。〕 
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 地元労働者を多く抱えるメリットは、現場近くに住んでいるので遅刻しないこと。また争い

の後、融和が必要なときに、宗教や民族が異なる人が一緒に働くのは良い。出自の違いが切

っ掛けで地元労働者間、あるいは労働者間でいざこざが発生したことはない。 

 若者を雇用せよというなら、まず JICAが訓練を実施すべきだと思う。ドイツの KFWが若者

への職業訓練を実施しており、そこの若者を雇用するようコントラクターに働きかけがあ

り、自分も見てきた。JICAも若者に対しこのような訓練をすればよいのではないか。 

 

３. 工事実施方法等について 

 品質管理：日本人専門家は少なくとも週 2回は現場に来て、また毎週、現場ミーティングを

行い、品質管理を重視していた。 

 安全管理：自分たちは EU等資金の工事も行っており、その基準に沿って労働者には手袋・

ヘルメット・安全靴を着用させている。暑いので、ヘルメットや安全靴を使わない労働者も

多いので、現場に来るたび、社長自ら着用するよう指導して回っている。 

 その他：設計図は事前調査を踏まえて注意深く作ってほしいし、コントラクターに相談して

ほしい。断水時、市役所は何もしてくれなかった。現場ミーティングには市役所からの参加

者もいたが。現在、別の校舎を市役所事業として実施中だが、自分たちは何も関わっていな

い。いつどのように入札されたのかさえ、知らない。 

以上 

 

インタビュー記録 2 

実施日 2015年 8月 27日 10:00 － 12:10 

議題 CCGPP（学校）の活動状況：EPP Plaque 1,2、アボボ市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Traoré Mamadou 他 EPP Plaque 1,2 CCGPPメンバー一同 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou 

François、Mme.Barro 

Mahoussa他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

アボボ市役所社会・文化・人材局長 

他合同評価メンバー一同 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

JICA事務所 藤山 真由美 COSAY担当 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 EPP Plaque 1,2, アボボ市役所 

議事 

１. 活動進捗 

 水道管破損で 3か月、断水したことを除けば、CCGPPが立ち上がってから活動は順調に進ん

でいる。〔補足：実際の断水期間は 2ヶ月程度〕 

 日本人専門家とは学校のメンテナンス体制についての協議を重ねている。 

 市役所スタッフは現場ミーティングにいつも出席しており、今では顔なじみになった。社会

局は啓発活動を担当している。住民からも水道が使えないことへの苦情が市役所に寄せられ

たので、CCGPP住民メンバーが周辺住民に状況説明等の啓発を行った。 

 

２. CCGPPについて 

 メンバーは 16人：COCES5 人、住民代表 11人。11人の内訳：神父（キリスト教）、イマーム

（イスラム教）、女性、商工会、若者の代表各１、民族代表各１。 

〔補足：調査団が CCGPPの宗教・民族別等のメンバー構成を質問した際、その時の回答者（COGES
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メンバーでもある学校長）は民族については触れたくないと回答。同席している市役所社会部

の Mme. Barroが、このプロジェクトは色々な人たちが社会統合されることを支援するものな

ので、民族の別も述べるようアドバイスした。〕 

 ボランティアなので、仕事が忙しい場合は出席しない。地域のアソシエーションごとに代表

者を出すことになり、メンバーとして選出された。 

 CCGPPで話し合ったことは、所属するグループのメンバーに伝えている。皆、プロジェクト

に興味を持っている。なぜなら、プロジェクトが共生に関わるものだから。 

 CCGPPの活動にはメンバーいずれも満足している。地域の色々な人たちがメンバーになり、

これまで見知っていても、話したことがない人たちと話す切っ掛けができた。今では、それ

ぞれの衣服を貸し借りする以外は何でも共有する兄弟のような関係である。 

 市役所と職員についても同様である。以前は、納税するのが嫌だった。しかし現在は市役所

の仕組みが分かり、また税金がどう使われるか知っているので、安心して納税できる。市役

所にいくと、自分も市役所スタッフの一員のように感じる。また今日、参加している社会文

化局の Mme. Barroは今では母親のような存在で、市役所に行くたび、特段の要件がなくと

も一言、挨拶しにいくし、電話がかかってきたら、番号で彼女からの電話だとわかる。彼女

をからかうこともできるようになった。 

 

３. 社会統合への貢献 

 自分はベテ族（前大統領の民族）のリーダーとして参加している。隣に座っているマリンケ

族（現大統領の民族）のリーダーに、今日の集まりを電話で知らせた。マリンケ族のリーダ

ーに電話をかける間柄、こんなことは CCGPP前は考えられなかった。 

 地域の誰もが含まれている。それがよい。他の人々について知ることは、自分自身を知るこ

とでもある。CCGPP のメンバー構成はどこも同じではないが、地域の各グループが含まれて

いることが大事。 

 他の CCGPPの状況は詳しく知らないが、ここでは CCGPPは社会統合に効果的である。CCGPP

が多数、あれば、一層、社会統合ができるのではないか。 

 ヨプゴンの CCGPPと一度、合同トレーニングを受けた。他の CCGPPと交流する機会があれば、

よい。 

 地域の他のグループとの近しさについて、CCGPP前を 1とし、1から 10のレート表現すると、

現状は次のとおり。レート 9が 2名、10が 5名、10超が 1名。レート 9の理由は、人間は

完璧なものではないので 10にしない。 

 同様に、市役所との心理的近しさ‐物理的距離は変わらないので‐は、同様に CCGPP前を１

とすると、レート 9が 2名、10が 5名。 

 

４. 地元労働者 

 1週間という短いサイクルではあるが、技術を身に着けることはできる。また興味があれば、

再度、再再度、労働者として戻ってくる人もいる。パイロット事業工事に従事して得た技能

を使っていくことが必要。 

 ある 30代の若者は、独身で家族と一緒に住んでいるが、今まで特に働くでもなく、一人で

いることが多かった。建設工事に従事して以降、道端で他人と話をするようになるなど、社

会と交わるようになった。 

 

５. プロジェクト後 

 校舎維持管理の機材はある。どのように維持管理していくか、COGESを中心として、現在、

日本人専門家も含めて検討中である。 

以上 



 

添付 4-4 
 

インタビュー記録 3 

実施日 2015年 8月 27日 12:10 － 12:25 

議題 パイロット事業の地元労働者：EPP Plaque 1,2 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 元 EPP Plaque 1,2パイロット事業の地元労働者 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou François、

Mme.Barro Mahoussa 他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

アボボ市役所社会・文化・人材局長 

他合同評価メンバー一同 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

JICA事務所 藤山 真由美 COSAY担当 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 EPP Plaque 1,2, Abobo 

議事 

 3日間働いたが、その後は他の用事もあるので働かなかった。 

 地元労働者は、1 週間交代で働いた。働いている間、他の民族出身者〈クランゴ、バウレ、

ベテ、ブルキナファソ人（ECOWAS）等〉もいたが、特に問題なかった。その時の同僚とのコ

ンタクトは取り合っていない。 

 配管工であるが、石工の技術を身に着けた。今後は、この技術で支援が必要な人を支援した

い。 

 賃金は 2,500FCA/日で、適切な額。悪くない。これで衣類を買った。 

 他の地元労働者は、妻が急に産気づき、緊急手術が必要になった。パイロット事業の賃金で

手術を受けられた。死産であったが、妻は手術のお蔭で助かった。 

以上 

 

インタビュー記録 4 

実施日 2015年 8月 27日 13:30 － 14:30 

議題 COSAY事業外の COGES：Akeikoi Municipalite, アボボ市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 
Mm. Togba pi Tomini 

Constant他 

COGESメンバー 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou 

François、Mme.Barro 

Mahoussa他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

アボボ市役所社会・文化・人材局長 

他合同評価メンバー一同 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 Akeikoi Municipalite, Abobo 

議事 

１. COGESメンバーの選ばれ方と構成 

 11人の規定。任期 2 年間。構成はプレジデント、副プレジデント、財務、セクレタリーと

一般メンバー。11人とは別枠で、監査人が設けられている。 

 COGESメンバーになる資格とメンバーを選ぶ投票権を持つのは、教師と父兄。メンバーはボ

ランティア。そのため、本日は仕事の都合で出席できないメンバーもいる。 
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 任期終了 2週間前に、次のメンバー希望者の応募書類を受付し、応募者は自らの適格性につ

いてキャンペーンできる。その後、総会を開き、投票する。上位 1位が COGES プレジデント、

同 2位が副プレジデント、同 3位が財務担当となる。 

 総会は年に 2 回開催。 

 COGESの集まりを UNAPECI といい、その長は市長である。 

 

２. メンテナンスについて 

 校長が維持管理が必要な事項をとりまとめて総会に提出し、承認を受ける。その後、インス

ペクターに提出。 

 机・椅子については市役所社会部はスクール・マッピングを作成し、必要な机・椅子の数を

把握している。これを市長に提出し、市の 3カ年計画に含める。そして、適宜、机・椅子を

学校に供給している。〔補足：机・椅子の調達と供給は技術局の業務〕 

 父兄からは児童一人当たり 3000FCAを徴収し、維持管理費用の財源としている。集まった金

は財務が管理している。 

 

３. メンテナンスの課題 

 本校では 658人児童中 364人しか 3000FCAを出しておらず、慢性的な資金不足である。その

ため、必要な維持管理事項は集まった金額でできない場合は、先送りしている。そのため教

室の天井板の穴は徐々に大きくなっている。 

 公立学校については、父兄は完全な無償教育と思っており、維持管理費用を出したがらない。

父兄は、学校が父兄をだまそうとしていると思っている。 

 児童はチョークを持参することになっているが、持ってこない児童も少なくない。理由を聞

くと、父親からチョークは学校にあるから持って行かなくてよいと言われたそうである。 

 父兄が維持管理費を払わない場合、その児童を放校することも COGESで検討したが、教育上、

不適切なので、その案は実施されていない。 

 

４. 校舎 

 6教室あるが、現在、極めて手狭。定員以上の児童で授業をし、さらに午前と午後に分けて

授業を行う等の工夫をしている。JICAから支援してもらいたい。 

 

５. 他の COGESとの交流 

 DAPS-COGESあるいは IEPという会合で会う。そこでは COGESが抱える課題についての研修、

セミナーやワーックショップが開催される。テーマは維持管理費を払わない父兄への対策な

ど。 

 COSAYプロジェクト下の COGESと具体的交流はない。 

 

６. 学校周辺の住民の特徴 

 色々な民族がいるが、それによる課題は発生していない。児童の間でも民族の違いによるい

さかい等はない。 

 

〔補足：この小学校はパイロット事業対象としてショートリストされたが、選択基準に沿って検

討された結果、パイロット事業対象外となった。〕 

以上 
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インタビュー記録 5 

実施日 2015年 8月 27日 15:15 － 17:00 

議題 CCGPP（学校）の活動状況：GS Anonkoua Koute、アボボ市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. XX他 名 CCGPPメンバー 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou 

François、Mme.Barro 

Mahoussa他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

アボボ市役所社会・文化・人材局長 

他合同評価メンバー一同 

 
関口 正也 COSAYチームリーダー 

Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 GS Anonkoua Koute (Abobo) 

議事 

１. CCGPPの活動進捗について 

 2014年 1月に開始して以降、課題はあるが、活動は順調に進んでいる。 

 課題は、次の通り。①校舎改修の質が不十分であり、フェンスに一部、瑕疵があったこと。

②木を切る際、フェンス上に倒れてしまい、その部分を修復したこと、③地元労働者である

若者がなかなか集まらなかったこと。④メンバーが集まりにくいこと。危機後、仕事・家庭・

社会に様々な変化が発生。仕事を優先させざるをえない。 

 CCGPPで実施してきたことは次の通り。①住民対象に、パイロット事業についての啓発、②

パイロット事業のデザイン、③社会統合に関する目標設定、④各種トレーニング、⑤児童対

象に、校舎を綺麗に使うよう啓発、⑥トレーニング、⑦COSAY終了後の維持管理についての

検討 

 パイロット事業の進捗をモニターするミーティングを開催しており、今後も続ける。 

 

２. CCGPPについて 

 本日出席している住民側メンバーは、伝統的首長グループと女性の代表各１、キリスト教 2、

COGES関係者 3、民族リーダー2。 

 20～25名のメンバー〔補足：実際はもっと少ない。CCGPPには住民メンバー以外にオブザー

バーもいる〕がいるが、出席しているのは 5～6名程度。仕事で忙しいので、CCGPPの開催

日時がきちんと知らされべきだと思う。 

 CCGPPは異なるバックグランドの人たちの代表が集まる場所である。 

 パイロット事業が進むよう、CCGPPがモニタリングしている。パイロット事業はスケジュー

ル通りに行っていると思う。 

 日本人専門家からはトレーニングを受けたり、校舎改修中にミーティングしている。 

 

３. 社会統合について 

 市役所とは、双方向のコミュニケーションができている。パイロット事業のデザインや選定、

スケジュールについて話し合った。 

 市役所が身近になった。市役所は重要である。 

 CCGPPには異なる実績があるが、その中で社会統合が最も重要なもの。皆が互いを聞き合う

になった。CCGPPも知られるようになった。 

 社会統合は民族に基づいていないもの。 

 住民間の関係を 1 を最小 10を最大とするレートとし、プロジェクト前を 1とすると、現在

はレート 6が 1人、同 8が 5人、同 9が 4人。 

 同じく市役所との関係では、プロジェクト前はレート 4が 1人、同 5が 2人、7が 3人、8
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が 1人。現在は、7が 1人、8が 2人、9が 1人、10が 2人。要確認 

 

４. 持管理委員会について 

 学校のマネジメントを行う。子どもたちが適切な環境で学ぶことができることが重要である

ため。 

 衛生観念も変えていく必要がある。父兄にも学校美化について合意してもらい、我々のイン

プットと市役所のインプットで、校舎や敷地を綺麗に使うこと、汚さないことを児童対象に

啓発活動を実施した。 

 プロジェクト後は COSAYからの支援がなくなる。地域社会が学校を維持していく必要があ

る。父兄を学校に招いて、学校を維持いていく重要性を伝える。 

 児童たちは問題を起こさない。 

 

５. 若年層/地元労働者 

 パイロット事業の目的が社会統合である。若年層は、パイロット事業を協力して行うことで

友達になり、今でも友達である。社会統合に良い貢献をしている。 

 若年労働者の選定は、まず選定することと必要なスキルを CCGPPが通知し、市役所で登録し

た。採用選考も市役所で CCGPPと市役所が行った。 

 日額 2,500CFAで、賃金支払いに問題はなかった。 

 2週間という期間は短いが、生計支援することはできた。実際に働く前にトレーニングがあ

るとよい。 

 

６. マリンケ族代表の発言 

 自分には CCGPPの開催について案内が来なかった。今日は市役所から開催を知らされてきた

ら、評価調査団を紹介された。当初は毎回、出席していたが、パイロット事業の進捗に合わ

せて連絡が来なくなった。地元社会は重要な情報を受け取ることがなかった。維持管理委員

会ができたことも知らなかった。 

 市役所で開かれた地元労働者の雇用に関する集まりも知らず、若者を集められなかった。地

元労働者リストのなかにマリンケ族の若者は誰もいない。マリンケ族の若者は選定に行くの

を嫌がった。 

 自分が引退した人間だから知らされなかったのかもしれないが、これでは CCGPPにより社会

統合が進んでいるとはいえない。 

〔補足：訪問先はエブリエ族の村。この発言者はアボボ市役所社会局長の叔父で現政権派。村長

は前政権派で、長年、エブリエ族の伝統に従って村を指導してきている。上記の発言内容から

は、CCGPPの集まりに関し、あえて上記発言者には知らせていなかった可能性、及び今回は市

役所から各人に直接、開催が通知されて上記発言者が久しぶりに出席した可能性がある。一方

で、この発言者は市役所の社会局長を通じて、CCGPP の開催を把握することもできるので、本

人の CCGPPへの興味・あるいは CCGPPに出席しやすいかどうかと言った他の要素も作用してい

た可能性もある。〕 

 

７. EUの PARCSプロジェクトについて 

〔ヒアリング中、市役所がこの村が PARCSの事業対象地になったことを知らせた。〕 

 COSAY事業のほうが、ミーティングを重ねるなどして慎重である。双方向のやりとりができ

る。 

 PARCS事業を実施する基礎はできており、その下でインフラ整備をすれば、〔社会統合につ

いて〕一層、堅固な状態に達することができるだろう。 

以上 
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インタビュー記録 6 

実施日 2015年 8月 28日 10:45 － 12:10 

議題 CCGP（学校）Pの活動：GS SOGEFIHA 6、ヨプゴン市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 
Ms. Sidibé Awa epse Diane 他 CCGPPメンバー、地元労働者（塗装工）と所属先

NGO代表 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー一同 

関口 正也 COSAYチームリーダー 

Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

JICA事務所 藤山 真由美 COSAY担当 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 GS SOGEFIHA 6 (Yopougon) 

議事 

１. 地域状況 

 この地域での紛争の影響は限定的。過去 30～40年、一緒に生活してきたので。確かに紛争

はあったが、社会統合は維持されてきている。 

 2010年、他のグループに働きかけて被弾した学校の片づけをした。最初は多様なグループ

に前に出てきて一緒に活動してもらうのは簡単ではなく、自分のスタッフだけだった。しか

し、子どもの将来を考えて、話しかけ続けた結果、2012年には概ね、皆で活動できるよう

になった。その後、COSAY事業がやってきて、この学校がパイロット事業に選ばれた。 

 

２. CCGPP活動について 

 2014年 2月から CCGPPの活動開始。宗教、市役所、若者、女性、民族（バウレ、ジュラ等）、

NGOの各グループから 2名ずつの代表。また COGESから教師や父兄が参加している。メンバ

ー数は 14名～19名の間だが、17名程度が集まる。 

 伝統的リーダーはセレモニーを取り仕切るのに忙しいので、代行を立てる。また宗教関係者

も忙しく出られない時もある。 

 JICAとのミーティグは住民と、また市役所と関連していた。 

 活動は、校舎の修復で、修復に従事する若年層の選定は市役所で実施した。 

 修復に伴う校舎瓦礫の撤去や清掃は、朝 7時から夜 6時まで異なるグループも参加して行っ

た。ADDR［DDR国家プログラム。プロジェクトの仲介があり、同じグループ校の別の校舎を

UNDPの日本基金（2013年度補正予算）で改修した］にブーツ等の用具を支援してもらった。 

 瓦礫撤去は、市役所とのパートナシップで行った。市役所から廃棄物処理のトラックを出し

てもらうよう手配し、そのトラックが数回、往復するくらいの瓦礫を片づけた。 

 植栽活動にも参加している。ガーデナーがいるが、自分たちも子供たちのため参加している。 

 自分のスタッフには、石工などのスキルがある人がいなかった。 

 修復時、水や食料が足りなかったので、CCGPP のメンバーそれぞれが水を汲んで来たり、食

事を準備したりした。 

 女性であることを理由に CCGPPで活動しにくいということはない。ただ CCGPP に限ったこと

ではないが、伝統的リーダー層に対しては、女性グループのなかでも年長者を前面に出して

いる。年長の女性のほうが、伝統的リーダー層への対応が上手で慣れているので。 

 若年層は市役所を通じて、動員した。自分の場合には、若年層が CCGPPのメンバーとして地

域を良くするために活動することに抵抗等はない。若者が地域活動に参加する際には、若者

の個性を理解し、励ますようにした。 

 日本人専門家とは修復方法を相談したり、一緒にパブリックビューイングを開催した。 

〔補足：同じ敷地内に 4つの小学校と幼稚園があるグループ学校。うち COSAY 支援対象の学校は

2校。その一つは 2010年大統領選結果を巡る紛争の際、校舎の一部が被弾した。〕 
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３. 社会統合について 

 市役所は我々の“guardian”であり、地域を運営してくれる存在。紛争前から市役所の役割

を信頼しているし、市役所には何が起きているかを知らせている。 

 政権が変わっても市役所には継続性がある。 

 新しい人が市役所から来れば、一緒に座って話しあう。 

 市役所のなかでは社会部とやり取りしている。技術部の人もミーティングに来る。 

 CCGPPについては市役所との協力が続いている。 

 CCGPPは異なるアソシエーション〔若年層や女性等の組織〕や、宗教や民族のグループ、教

師や生徒のニーズが集まるプラットフォームである。 

 住民間の関係について 1を最小 10を最大とするレートで表現すると、プロジェクト前はレ

ート 5が１人、同 8が 1人。現在は 8と 10が各 1。10にしないのは、人間は全て上手くで

きるものではないので。 

 市役所との関係は、同じく、プロジェクト前のレート 5が１人、同 6が 1人。現在は 8と

10が各 1。10にしないのは、同じく人間なので全てが上手くいくものではないから。 

 

４. 若年層/地元労働者について 

 JICAから配られたデータシートに若者の情報とコントラクターの情報を書いて、JICAに提

出した。 

 そのときの地元労働者には配線工 4人、配管工 1人、ティブリ〔職種の一つ〕1人が今でも

働いている。 

 異なる民族の若者が一緒に働くのは良い方法だと思う。コミュニケーションが促進され、争

いが減る。 

 塗装工は女性もいれて 8人のグループで 2ヶ月 700,000FCFA*という契約。女性塗装工は、

得た賃金で子どもの学費を出した。 

〔補足：賃金：塗装工の場合、塗装する面積で賃金が決まっており、また全員が同じように働

くわけではないので、あくまでも目安である。〕 

 

５. プロジェクト後 

 CCGPPの経験を踏まえて、COGESが学校の管理を担当する。 

 CCGPPの経験とは、既存の価値に付加をつけていくこと。他のカルティエにも拡大していく

ことができると思う。CCGPPの構成、つまり宗教、伝統、COGES、若者、女性、市役所、NGO

からリーダーが集まり、協力しながら活動していくこと。 

以上 

 

インタビュー記録 7 

実施日 2015年 8月 28日 13:45 － 14:40 

議題 COSAYプロジェクト外の COGESの活動：GS Lagune、ヨプゴン市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Ms. Kapcourie K.N.B 他 COGESメンバー一行 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー一同 

関口 正也 COSAYチームリーダー 

Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

JICA事務所 藤山 真由美 担当所員 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 GS Lagune (Yopougon) 

議事 
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１. 組織・体制 

 2003₋2004年に学校の開設に合わせて発足。 

 メンバーは 11人。現在は 3人が教師、6人が父兄、2人が生徒。男性 3人、女性 8人。 

 任期 2年間で、再選可能。父兄の場合、ボランティア。 

 定期総会のほか、必要に応じて会議を招集する。直近では、アビジャン各地で発生した子ど

もの誘拐への対応を協議し、1週間休学とした。 

 2年に 1回、メンバーの選挙をする。参加資格は子弟がこの学校に通っている父兄であるこ

と、教師であればこの学校の教師であること。 

 COGESメンバー応募者のうち、最多得票者がプレジデント、次点が副プレジデント。 

 別途、財務担当に関する選挙も行い、最多得票者が財務主任、次点が財務副主任となる。 

 また会合の議事録をつくる事務局、監査人がいる。 

 

２. 維持管理 

 年間維持管理計画を作成し、その総額を児童数で割って、児童一人当たりの供出額を決める

が、国所定の上限である 3,000CFA以下とする必要がある。 

 予定通り徴収することは難しい。まず親がいない児童には割り当てられない。またこの地区

の父兄には引退した人も多く収入が限られているため、出せない人も多い。小学校と保育園

合せて 1,000人在籍しているが、親がいない等の非対象者を除くと徴収対象は 800人。その

うち 400－500人から徴収している。 

 父兄に供出金を出すよう働きかけるのが COGES の仕事。成績表を学校に取りに来るときなど

に声を掛けているが、貧困家庭が多く、なかなか集まらない。 

 市役所は 2005年に塀を設置した。ドナーに支援を働きかけ、EUは 2回、視察に来たが、具

体的支援はもらっていない。 

 対策として、運動着として Tシャツを作った。子どもに PRするよう作り、親に買ってくれ

るよう泣いてねだる子どももいるほど。3,000CFAの供出金は出せなくても、2,000CFAの T

シャツを買う父兄は大勢いる。 

 

３. 学校周囲の地区 

 学校周辺にはコートジボワール中の民族と ECOWAS出身者が住んでいる。しかし、民族等の

違いによる対立はなく、また子どもたちもそれに由来する争いはない。ケンカはあるが、そ

れは単に子どもたちによくあるケンカである。 

 

４. 他の COGES等とのつながり 

 COGESの総裁は市長で、連合体は DAPS-COGES 。市役所では DAPS-COGESが連絡先となる。 

 他の COGESとは DAPS-COGESの集まりで会うことはあるが、学校管轄地域が異なるので COSAY

事業のことは知らない。 

 最近は、供出金収集と関係して COGESの役割や意義を父兄に理解してもらうことが求められ

るようになっている。効果的に理解してもらうに仕組みが DAPS-COGESである。 

 学校の外での活動としては、動物園や競技場への遠足活動を行っている。 

 

〔補足：この小学校はパイロット事業対象としてショートリストされたが、選択基準に沿って検

討された結果、パイロット事業対象外となった。〕 

以上 
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実施日 2015年 8月 28日 15:55 － 17:10 

議題 CCGPP（学校）の活動：GS Parmilaie、ヨプゴン市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Soumahoro Minignan他 COGESメンバー一行 

COSAY 
M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー一同 

 関口 正也 COSAYチームリーダー（別会合のため途中退出） 

 
Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ（別会合のため途中退

出） 

JICA事務所 藤山 真由美 担当所員（別会合のため途中退出） 

調査団 一宮 評価分析団員 

実施場所 GS Parmilaie (Yopougon) 

議事 

１. 組織・沿革 

 2014年 1月に発足。 

 メンバーは現在、15 人。COGE3人、宗教現在 2人（キリスト教とイスラム教各 1、当初 3人）。

女性、若者、NGO、民族、市役所から各 2名。 

 COSAY事業開始時、多くの住民を呼び集会を実施。その際、CCGPPにはどういう人が含まれてい

るのがよいか、アンケートを実施。その結果が上記のグループ/アソシエーションとなった。 

 民族に関しては、マリンケ 40%、バウレ 30%、ゲレ 20%、アチェ 2%、アデラ 5%という割合。

民族グループで構成する連合体があるので、民族グループ連合体から代表 2名を選出するこ

とを依頼。NGOの連合体にも、同じように連合体として代表 2名を選出するよう依頼した。 

 

２. CCGPPの活動と進捗 

 実施した活動は次の通りで、活動に関するメンバーの意見は常に反映された。①啓発活動、

②住民へのお知らせ、③校舎修復に関するトレーニング、④地元労働者への賃金支払いも含

めたモニタリング、⑤地元労働者のリクルート、⑥プロポーザルへのコメント、⑦資機材選

定に関する監理。 

 啓発活動では、校庭全面に生えていた雑草を除去した。 

 一連のミーティングを通じて、紛争後の状況から前に出て、互いに近づけるようになった。 

 簡単ではなかったが、ミーティングを重ねるうちに壁が壊れた。ミーティングを開いたのは

次のことに関して：パイロット事業の選定やパイロット事業の説明、自分たちのグループ連

合体から代表を選出すること、NGOや民族グループ等ではなく自分たちのグループ連合体を

代表すること。 

 市役所は受け取ったパイロット事業のロングリストを一度、住民に差し戻した。その際は、

市役所がパイロット事業を選定するのに必要な情報の項目を知らせた。あらためて提出され

たリストから小学校と道路を各 8件ずつ選び、それをパイロット事業選択基準で絞り込んで

各 2件を選んだ。 

 日本人専門家とは、トレーニングを受けたり、PDM作成を行った。 

 

３. 社会統合 

 紛争後の状況は宗教や民族で住民が分かれていた。 

 社会統合を阻むのは、互いへの恐怖や不信である。CCGPPの活動を通じて、その壁が壊れた。

プロジェクト活動は、学校を修復するという便益で、それを支援した。 

 住民は住民として同じ存在であること、互いに関連しあっている。 

 市役所は選挙の時は住民の前に顔を出すが、選挙が終わったら住民のことは忘れて、全く関

係なくなる。 

 プロジェクト活動では社会部と技術部が参加した。特に社会部は我々に市役所にアプローチ

するにはどうすればよいのか、教えてくれた。 
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 住民間の関係を 1 を最小 10を最大とするレートで表現すると、プロジェクト前はレート 3

が 2人、同 4が 1 人、同 5が 3人。現在は 8が 5人、9が 1人。 

 同じく市役所との関係は、プロジェクト前がレート 2が 3人、同 3が 1人、5が 1人。現在

は 6が 1 人、7が 1人、8が 1 人、9が 2人、10が 2人。 

 

４. 若年層/地元労働者 

 地元労働者の採用に際しては、異なる出身の人々が一緒に働くようにした。これで社会統合

が前進した。 

 採用基準は 18歳から 50歳であること。67人が登録し、そのうち 37%が女性。女性の方が力

強く、辛抱強く働いた。 〔補足：PKG-S1の場合を説明しているとみられる〕 

 民族別の割当は設けなかった。そうする必要はなく、働きたい人が働けばよいので。むしろ

民族別割当を設けないほうが良い。設けたら、また争いの種になる。 

 若者グループの代表 2名は当初、互いに話もしなかった。少しずつ話せるようになり、つい

に一緒に作業できるようになった。 

 最初に仮設校舎建設のトレーニングがあった。それに参加した人が本校舎建設にも従事し

た。それは 65人で労働者数の 95%を占める。〔補足：プロジェクト情報では、この割合は高

すぎるとみられる〕 

 最初、コントラクターは地元労働者の採用する意義を分からず、地元労働者の採用を拒否し

た。CCGPPのメンバーが、地元労働者を採用することがどう社会統合に意味があるのかを説

明して、最終的に地元労働者の採用をコントラクターも同意した。 

以上 

 

インタビュー記録 9 

実施日 2015年 8月 31日 9:25 － 10:10 

議題 MODULUS：PKG3 コントラクター 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Shayoun Rizk MODULUS 社長 

COSAY 
M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー一同 

 乙黒 佳子 専門家 

 Mr. Aboubakari Dosso プロジェクト・スタッフ 

調査団 一宮 調査団（評価分析） 

実施場所 EPP Plaque 1,2, Abobo 

議事 

１. パイロット事業（道路）について道路リハビリと排水溝新規 

 設置。雨期で 3週間、水道管破損で 1～1.5ヵ月、工事中断。技術的な観点から当初設計を

現地状況に合わせて変更した。それ以外は順調であった。 

 工事に関し、CCGPPからも住民からもクレームはなかった。JICAは工事着工前に、啓発活動

を実施しており、事前準備が良かった。 

 工事期間中は、CCGPP や住民が工事を有難く思っていると感じた。一時的な不便も、工事後

の便益のために我慢していた。 

 

２. 地元労働者 

 地元労働者は常時 20～40人程度を雇用。全体の 3分の 1。そのうち熟練工はさらに 3分の 1。

熟練工は配管工・石工・大工。また人手が足りなくなると、その都度、採用した。女性はい

ない。 

 賃金は法定である最少額。熟練工にはその 2から 3倍の額。 

 委員会から示された地元労働者リストをそのまま採用した。通常、このような事業では住民
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委員会が自分のコネで労働者を採用させようとしたり、住民が雇ってくれと言ってくるが、

ここの事業はそういうことがなかった。委員会は地元労働者選考を公平に行ったのだと思

う。 

 工事は当初は非熟練工で対応できる土木作業だが、路面整備やアスファルト舗装は資機材を

使っての作業である。そのため工事進捗とともに地元労働者の雇用は減った。工事終了とと

もに雇用関係も終わっている。 

 

３. そのほか 

 道路のメンテは排水溝の清掃と路面整備。排水溝は定期的に掃除する必要があり、市役所の

業務。だが建設省と市役所の所管範囲についての法律が変わっているので、市役所に確認す

るとよい。路面も市役所の業務範囲。 

 品質管理：施工監理コンサルタントも適切に活動していた。 

 安全管理：以前は、国所定であるヘルメットや保護靴、手袋の着用を守っていない会社が多

かったが、最近は着用するようになっている。 

 JICAは今回事業で色々と学んだのではないか。次はもっと良く実施できるだろう。市役所

は予算さえ手当できれば、今回のような作業を自分たちで実施できると思う。 

 COSAYと似た事業を世界銀行が出資中。PRICIという名称でコートジボワール各地で実施中。 

以上 
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実施日 2015年 8月 31日 10:35 － 12:25 

議題 CCGPP（道路）について：EPP Plaque 1,2, アボボ市 

氏名（敬称略） 役職 アボボ市 

訪問先 
Mr. Fofoana Sindou 他 CCGPPメンバー（男性４名、女性１名）と男性地元

労働者 3名 

COSAY 

M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

関口 正也 総括 

Mr. Aboubakari Dosso プロジェクト・スタッフ 

JICA事務所 藤山 真由美 COSAY担当 

調査団 

土肥 団長 

前川 評価企画 

一宮 評価分析団員 

実施場所 EPP Plaque 1,2, Abobo 

議事 

１. CCGPPの沿革・構成 

 2014年 1月から 3月の間に設立。 

 メンバーは、宗教・民族・女性・若者のグループの代表。住民集会で必要と思われるグルー

プややる気がある人をメンバーに含めることになった。宗教はキリスト教とイスラム教を含

む。宗教リーダーはもともと地域の開発に熱心だったので、CCGPPに参加してもらっている。

メンバー数は 15～20 人。集まりに出席するのは 3～10人。 

 女性の参加が少ないのは家事に忙しいから。男性と女性が一緒に CCGPPの活動をするのに、

女性からは問題ないし、男性も女性を尊敬している。 

 

２. CCGPPの活動 

 活動は①母の日の開催、②道路と学校の修復に関する対住民啓発活動、③修復工事に従事す

る地元労働者の選定、④研修受講：社会的統合とコミュニティ開発、道路維持管理 

 研修は有用・有益だった。得た知識は例えば道路整備の際、利用した。 
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 道路整備の際の課題は沿道で商いをしている人たちを移動すること。道路整備の必要性を説

明し、理解してもらった。また水道管破損・断水の際は、学校と道路の CCGPP が集まって相

談し、住民からの苦情にたいし、道路整備の意義や断水の状況を説明して、理解を得た。 

 各種情報は、各グループ（宗教・民族等）のリーダーを通じて伝達している。 

 

３. 社会統合 

 コンフリクト・マネジメント研修の成果は、何らかの問題を解決するときに活用している。

直接、会って話し合う方法をとっている。例えば、自分たちを侮辱する人たちと話し合い、

事態を改善した。 

 社会統合への関心は、コンフリクト・マネジメントの基礎でもある。住民間の融和に研修は

効果的であった。 

 労働者の選定は紛争の種となり得る。民族・宗教的な差別なく労働者が選定されるよう、選

定基準を設けた。地元労働者の選定から漏れた人が生活のために採用してほしいと言ってき

た際も、本人に直接、説明し理解を得るように努めた。 

 住民間の関係は、プロジェクト前はレート１が 5人、同 2が 3人。プロジェクト後は７が 2

人、8.5が 2 人、9が 3人、10が 1人。 

 コミューンとの関係はプロジェクト前、0が 3 人、4が 3人、7が 1人。プロジェクト後は 8

が 1人、9が 6人、10が 1人。プロジェクト開始前と比較すると、市役所が身近な存在にな

った。これまで市役所と言えば、住民票等の書類を作成する以外の活動を実施しているイメ

ージがなかった。 

 

４. 地元労働者 

 地元労働者の選定は市役所と合同で実施。希望者の登録は 2週間受付。本人確認ができる

IDカード等の写しを添付。183人登録し、50人を選定。選定基準は学生ではないこと、45

歳未満であること、このカルティエ在住であること。選定は CCGPP、市役所、日本人専門家

チームで実施。最終的にはコントラクターが採用。各ステップごとに関係者が合意しながら

進めた。 

 地元労働者で熟練工は 3～4人。コントラクターは途中から自分たちの作業員を使うように

なった。 

 地元労働者からは食費を追及するよう要求があり、作業が中断した。CCGPP が雇用条件を説

明し、理解を得て、作業再開した。 

 各家庭の排水管の接続作業は悪臭がするなどし、地元労働者が敬遠するなか、進んで作業す

る地元労働者もいた。熟練工は 3～4人。コントラクターは途中から自分たちの作業員を使

うようになった。 

 道路整備工事はローテーション制で、異なる民族の人々が一緒に働いた。一緒に働いて初め

て、それぞれの民族の風習・文化の違いを知った。他のカルティエに行くことはあっても、

同じカルティエの別の民族を訪ねようとしたことはなかったが、一緒に働いた若者の間では

それぞれの住居を訪問し合おうかという案が出た。〔実施されなかった模様〕 

 道路整備工事に従事して、整備方法を知ったので、次回、道路整備工事に従事するときはこ

の知識を活かせると思う。現在、働いていないが、自分でハンダ付けを習うなど技能を習得

している。機会があれば、新しい技能を使える仕事をしたい。 

 プロジェクトには、地元労働者に証明書を出してほしい。 

〔補足：プロジェクト情報では応募者からの選定は 100人以上で。選定された人が候補者となり、

そのリスト（応募書類一式）がコントラクターに提出され、その中からコントラクターが雇用

するという流れ。選定は CCGPP会合で市役所と住民メンバーで行ったものであり、日本人専門

家は黒子的なサポートを提供したのみ。〕 

 

５. COSAY後について 

 プロジェクトは自分たちを結びつけた。プロジェクトで整備した学校・道路・排水溝は、自
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分たちにとって宝物や赤ちゃんの様な存在。 

 校舎建設や排水管と道路の整備で、子どもが通学しやすくなり親も喜んでいる。今後はこれ

らの維持管理が必要。そのために、お金を出し合うことを検討。1世帯 1,000CFA。その資金

で、例えば、排水溝未整備の場所に排水溝を設けたり、排水溝の清掃などを予定している。 

 市役所にはこれら予定を知らせて、支援してもらいたいと考えている。 

以上 

 

インタビュー記録 11 

実施日 2015年 8月 31日 15:00 － 18:30 

議題 CCGPP（道路）, CGQの活動状況：Lycee Municipalアクセス道路改修工事、アボボ市  

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Koné Abdoulaye 他 CCGPP, CGQ メンバー一同 

COSAY M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 Lycee Municipal (Abobo) 

議事 

１. CCGPPから CGQへの移行について 

 COSAYプロジェクトでの CCGPPメンバーは 17名であったが、社会統合のためには多くの住

民を巻き込む必要があると考えて、2015年 2月からより多くの住民が参加することができ

る CQGを設立して体制を移行した。 

 

２. CGQについて 

 CGQのメンバーは、グループ毎に 3名程度の 50名から構成されている。構成は民族、宗教、

ECOWAS、若者、女性等、すべての関係者が参加できるよう配慮している。また、CGQは会長、

副会長、会計、監査員、秘書等の役割がある。 

 CGQの立ち上げは、市役所からの助言ではなく、同地域内で必要性を感じて自分たちで結成

に至った。 

 活動内容は道路の維持管理だけではなく啓発活動等を行っており、活動計画も存在する。 

 CGQの活動資金については、アフリカでは無償でなにかするという発想がない中で、我々は

ボランティアとして活動に参加している。 

 

３. 道路工事について 

 パイロット事業では、アクセス道路をアスファルトで舗装したが、同舗装道路に続く道が未

舗装部分となっている。未塗装部分では舗装部分や周辺からの雨水により浸食が進み問題と

なっている。 

 パイロット事業は社会統合を促進する目的で実施しているが、舗装と未舗装部分の住民間で

は、同工事により格差が生じている。例えば、未舗装部分では、雨水の浸食により道が悪い

ため、車・ごみ収集車が入れない等の問題が生じている。パイロット事業実施前は、対象道

路北部（通称エルサレム）と対象道路南部（通称アレックスシティ）間で分断されていた。

パイロット事業の計画段階で両地域は統合されたが、道路工事以降再び分断が表面化した。 

 未舗装部については、至急対応してほしいと考えており市役所への要請をしているが、対応

は非常に遅い。 

 また道路の開始地点付近の公有地では、違法で車両修理業者が占拠し、商売を行っている。
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同区域での活動は車のオイルが舗装道路にダメージを与える恐れがあるとともに、夜間に車

輛の陰に犯罪者が隠れることもあることから危険であり、移転を求めてコミューンにも報告

しているが、対応は見られない。 

 対象道路南部の排水は東側にある既設水路につながっているが、同水路は途中に廃屋があり

流れをせき止めている。その結果、道路からの排水が流れずに溜まるという問題が発生して

いる。再三、市役所に廃屋の撤去を所管する建設省に申請するように要請しているが、対応

が遅い。 

〔補足）未塗装部分については、パイロット事業の道路改修区間外である。また、アボボ市役所・

プロジェクトでは、未塗装部分及び流末の状況について現在調査中であり、対応策を検討して

いる。〕 

 

４. 社会統合について 

 プロジェクト開始前まではお互いに対しての恐怖心があったが、CCGPPの活動を通じて多く

の隣人、住民と交流する機会ができ、恐怖心がなくなった。 

 プロジェクト開始当初は、CCGPPの集会には人が今ほど参加していなかったが、社会統合に

関する啓発活動が実施されることにより、参加者が増えていった。それにより、民族等の異

なる者同士が、共に生活することについて、自信が持てるようになった。 

 また CCGPPの波及効果として、各メンバーが研修等に参加することで、個人レベルではなく、

参加メンバーを通じてその家族、宗教、民族内に社会統合を広めることが可能となった。 

 1）コミューンと住民の関係、2）地域の住民間の関係について、CCGPP設立前後での変化に

ついて 1から 10のレートで表現してもらった。（1が最も悪く、10が最も良い） 

 下記の通り、いずれも CCGPP設立前後でおおよそ関係が改善されているという意見がでた。 

 

【コミューンと住民の関係】 

 前 後  前 後  前 後 

参加者 1 4 6 参加者 6 5 8 参加者 11 4 8 

参加者 2 5 7 参加者 7 4 5 

 
参加者 3 4 7 参加者 8 5 7 

参加者 4 5 6 参加者 9 3 5 

参加者 5 4 6 参加者 10 4 3 

 

 CCGPP設立前のコミューンと住民の関係の各レートの理由：コミューンについてよくわから

なかった、信頼が低かった、行政手続き以外で接点がなかった、コミューン職員が同地域に

きたことがなかった、などの意見がでた。 

 CCGPP設立後のコミューンと住民の関係の各レートの理由：COSAYを通じてコミューン職員

と知り合うことができた、以前より要請に対して反応が見られた、などの意見がでた。他方、

参加者 10は、コミューン職員の変化は JICAがいる一時的なものではないか、という意見も

でた。 

 

【住民間の関係】 

 前 後  前 後  前 後 

参加者 1 5 8 参加者 6 5 8 参加者 11 5 7 

参加者 2 4 8 参加者 7 6 8 参加者 12 6 10 

参加者 3 6 8 参加者 8 0 8 参加者 13 4 7 

参加者 4 5 9 参加者 9 6 8 
 

参加者 5 7 9.5 参加者 10 6 9 

 

 CCGPP前の住民間の関係の各レートの理由：これまでコミュニケーションがなかった、他者

への恐れがあった、などの意見がでた。 

 CCGPP後の住民間の関係の各レートの理由：同じ活動を通じて関係が変わった、電話をする
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仲になった、などの意見がでた。 

以上 

 

インタビュー記録 12 

実施日 2015年 9月 1日 10:50 － 12:30 

議題 CCGPP（道路）の活動状況：Andokoi、ヨプゴン市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Desse Fabrice他 CCGPPメンバー一同 

COSAY M. Koffi Ehoussou 

François 他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

関口 正也 COSAYチームリーダー 

Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

JICA事務所 藤山 COSAY担当 

調査団 土肥 団長 

前川 評価企画 

一宮 評価分析団員 

実施場所 Andokoi 

議事 

１. CCGPPについて 

 コミューンとの協力で選定された民族のチーフ、及び青年、女性団体、NGO、宗教団体の代

表等 16名で構成されている。 

 

２. 社会統合について 

 これまで互いのことを非難していたり、距離を置いていたため、他者と一緒にいることが困

難であった。プロジェクトを通じた変化は話をするようになったことである。今では、通り

の向こうで見かけると挨拶し合うようになった。また個人だけではなく、共通の関心事項を

軸にコミュニティ全体についても考えるようになった。「対話」を重ねること、具体的には

一緒に座って、一緒に考えて、一緒に意思決定を行うことが、これだけの変化をもたらすと

いうことを実感した。 

 COSAYのアプローチが受け入れられた理由として、活動が特定の個人に対してではなく、皆

に共通した問題を取り扱ったからである。またこの地域には整備された道路がなかったが、

COSAYを通じて皆に恩恵がある。 

 プロジェクト開始のタイミングは非常によかった。お互いのことを信じることが難しく社会

統合が必要なタイミングで COSAYが開始された。異なる民族等が参加し、一緒に働く機会で

きた。 

 

３. 道路工事について 

 道路のセレクションには問題がなかった。 

 道路工事における問題として道路用地内の不法滞在があげられたが、話し合いを行い納得し

て移転してもらった。 

 道路が整備されることにより、これまでは遠くのバス停まで歩く必要があったが今後は状況

が改善される。また歩いている際に女性が怖い思いをしなくなった。 

 また道路のアクセスがよくなったことで、妊婦などが緊急時にも病院にすぐ行けるようにな

ったのでありがたい。 

 

４. 住民からの労働者の選定 

 選定基準は、地域に在住していること、年齢は 18－35歳である。 

 労働者の募集については地元のラジオ局等を通じて、住民に対してパブリックアナウンスメ



 

添付 4-18 
 

ントをした。 

 女性の労働者はいたが、少数である。人数については担当でないため把握していない。 

 労働者選定の手順について特に問題はなかった。カルティエでは労働者リストを作成した

が、最終的な労働者の選択はコントラクターが行う。そのため、コントラクターが労働者を

連れてくることがあった。 

 

５. 維持管理について 

 プロジェクト終了後の道路の維持管理に関して、CCGPPのメンバーを基本にし、CGQ等を含

めたグループが MUDA（仮英訳：Mutual Fund for Development of Andokoi）で基金の集金

を考えている。 

 

６. チーフの役割について 

 同カルティエには 14 のチーフが存在し、紛争に先立って社会統合への不安が発生した際に

既にチーフ同士が会議をするなど、住民同士の交流の場が存在した。また、同カルティエ内

で問題がある場合には、警察ではなく、チーフが問題を解決する役割を果たしていた。 

 元々宗教・民族間の関係は悪くはなかったと思うが、COSAYを通じてこの地域の社会統合は

より深く・強化されたと感じる。 

 COSAYアプローチの新しい点は、住民間が共に座って話す機会があることである。これまで

チーフ間の会議があったが、そこは情報伝達の場にすぎなかった。 

 

７. コミューンと住民の関係、地域住民間の関係について 

 1）コミューンと住民の関係、2）地域の住民間の関係について、CCGPP設立前後での変化に

ついて 1から 10のレートで表現してもらった。（1が最も悪く、10が最も良い） 

【コミューンと住民の関係】 

 前 後  前 後 

参加者 1 3 10 参加者 6 3 7 

参加者 2 2 9 参加者 7 9 10 

参加者 3 2 9    

参加者 4 6 10    

参加者 5 6? 10    

 

 CCGPP設立前のコミューンと住民の関係の各レートの理由：コミューンについてよくわから

なかった、信頼が低かった、コミューン職員が同カルティエにきたことがなかった、などの

意見がでた。 

 CCGPP設立後のコミューンと住民の関係の各レートの理由：COSAYを通じてコミューン職員

と知り合うことができた、などの意見がでた。他方、コミューン職員の変化は JICAがいる

一時的なものではないか、という意見もでた。 

【住民間の関係】 

 前 後  前 後 

参加者 1 5 10 参加者 6 9 10 

参加者 2 3 8 参加者 7 5 10 

参加者 3 6 10 参加者 8   

参加者 4 5 8 参加者 9   

参加者 5 3 10 参加者 10   

 

 CCGP設立前の住民間の関係の各レートの理由：これまでコミュニケーションがなかった、

他者への恐れがあった、などの意見がでた。住民移転について啓蒙活動は簡単ではなかった。 

 CCGPP設立後の住民間の関係の各レートの理由：住民移転について意見があったが今は理解

している。元々住民間の関係はあったが、強化された。 

以上 
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インタビュー記録 13 

実施日 2015年 9月 1日 13:50 － 14:30 

議題 CGQの活動:Niangon Nord、ヨプゴン市 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Gome Dazilignou 他 Niangon Nordの元 CGQメンバー一同 

COSAY M. Koffi Ehoussou 

François 他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

関口 正也 COSAYチームリーダー 

Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

前川 評価企画 

一宮 評価分析団員 

実施場所 Niangon, Yopougon   

議事 

１. CGQの沿革について 

 2002年から導入された。CGQのメンバーはカルティエ住民から選ばれる。プレジデントの場

合は、応募者の書類を市役所が審査し、市長から任命される。CGQメンバーになる要件とし

て、地主であること、既婚者、カルティエの住民（3年以上）、活動参加できること等があ

る。 

 前市長により組織され、カルティエ内の清掃・治安・衛生等が役割であった。 

 行政から補助金等活動予算は与えられないが、研修を受ける機会や活動に必要な資機材を供

与されることはあった。 

 CGQは、青年・女性・財務・秘書等で構成されていた。 

 以前には、コミューンとの会議、研修も実施されていて、公衆衛生に関する研修をうけた。

また、紛争中には住民間の関係改善について啓発していた。 

 

２. CGQと COGESの違いについて 

 COGESは学校の中の組織で、2年に一度交代する。すべての学校には COGES が存在する。 

 CGQは一つの学校だけでなく、カルティエにあるすべての学校や住民を対象とした活動を行

っている。 

 

３. 現在の CGQについて 

 現在は同カルティエに CGQは存在しないが、宗教・青年・民族ごとの委員会は存在するため、

住民間の情報伝達は今も行っている。 

 CGQはヨプゴン市で始まり、その後、他の市（コミューン）に広まった。現在はこの地域の

CGQは解散しているが、市長からは、活動そのものは承認するレターをもらっている。 

 現在、市長が変わったこともあり、CGQは消滅したが、替わりに CGPという委員会を立ち上

げようという動きがある。 

以上 

 

 

インタビュー記録 14 

実施日 2015年 9月 1日 15:40 － 17：20 

議題 CCGPP（道路）の活動：Banco 2、ヨプゴン市  
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氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Manbo N'cho François

他 

CCGPPメンバー一同 

COSAY M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

関口 正也 COSAYチームリーダー（別会議のため途中退出） 

Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

前川 評価企画 

一宮 評価分析団員 

実施場所 Banco 2、Yopougon   

議事 

１. CCGPPの活動 

 村のチーフ、女性、青年、民族、宗教、NGO、CGQの 16名で構成されている。 

 活動としては、住民への啓発活動、工事サイトのモニタリングと週例技術会議（毎週火曜実

施。参加者は CCGPP, コミューン、コントラクター、コンサルタント、専門家）の出席であ

る。また COSAYの研修（社会統合、工事の安全、道路の維持管理）にも参加しており、修了

証明書も受領している。〔CCGPP設立年について確認するが回答はなし。〕 

 同地域での CCGPPと CGQの違いは、CCGPPは COSAY の活動であり、CGQは政治的に設定され

たもので、コミューンが行うプロジェクトの実施を担当している。 
 

２. 道路工事について 

 道路の欠陥があり、毎週テクニカル会議にて議題になっている。 

 側溝は、傾斜がなく水が流れないなどの問題がある。工事の欠陥はコントラクターに問題が

あると考えている。毎週のモニタリングのほか、毎日モニタリングを行っており、問題があ

った際には週例技術会議にて議題としている。 

 また沿道を不法占拠している商売人の移転は課題であったが、説明を行い対応した。 

 地元労働者は、登録が 150人であったが CCGPP により 80人が選定され、最終的には 50人に

なった。選定基準は、同カルティエの住人、非熟練者、職務経験がない、年齢制限を 50歳

とした。 

 地元労働者には元戦闘員も含まれていて、敵対したもの同士が一緒に働いた。 
 

３. 社会統合について 

 皆元々知っていたので社会統合については個人的に問題を感じなかった。 

 社会統合の研修に参加することで、問題が起きた際の解決方法について学ぶことができた。

例えば地域で水道管が切れた際には、その方法を実践した。また既述のとおり道路工事にか

かる立ち退き問題に関しても、研修で学んだ手法を活用して解決した。 

 COSAYの社会統合へのインパクトはまだ十分に評価できないが、これまで対話がない人とも

かかわることができたため、プロジェクトに参加できたことはよかった。 

 1）コミューンと住民の関係、2）地域の住民間の関係について、CCGPP設立前後での変化に

ついて 1から 10のレートで表現してもらった。（1が最も悪く、10が最も良い） 

【コミューンと住民の関係】 
 前 後  前 後 

参加者 1 2 7 参加者 6 1 4 

参加者 2 0 8 参加者 7 0 5 

参加者 3 3 7 参加者 8 3 7 

参加者 4 1 7 参加者 9 1 7 

参加者 5 8 10    

 

 CCGPP設立前のコミューンと住民の関係の各レートの理由：コミューン職員との接点がなか
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った、自分たちの地域にきたこともなかったなどの意見がでた。 

 CCGPP設立後のコミューンと住民の関係の各レートの理由：COSAYを通じてコミューン職員

と知り合うことができたなどの意見がでた。 

【住民間の関係】 
 前 後  前 後 

参加者 1 7 9 参加者 6 7 8 

参加者 2 4 8 参加者 7 7 9 

参加者 3 7 9 参加者 8 9.5 10 

参加者 4 8 8 参加者 9   

参加者 5 7 10 参加者 10   

 

 プロジェクト前の住民間の関係の各レートの理由：これまでコミュニケーションがなかっ

た、他者への恐れがあった、などの意見がでた。他方、昔から関係に問題がなかったという

意見もあった。 

 プロジェクト後の住民間の関係の各レートの理由：活動を通じて関係が変わったなどの意見

がでた。 

以上 

 

インタビュー記録 15 

実施日 2015年 9月 2日 10:00 － 12:30 

議題 COGESについて 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr.Yobouet Simplice 他 教育省 Chief of Service Projects/Program, COGES担

当者 

COSAY M. Koffi Ehoussou 

François 他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 MEMIS 

議事 

１. COGESについて 

 COGESのようコートジボワールにおいて、COGESの役割は政策記載されており、教育省の管

轄にある。 

 地元に根付いた組織を活用することで、現地のニーズが把握でき地域住民を巻き込んだ事業

が可能となる。 

 今後、教育省は分権化を進めていく予定であり、コミューン及び COGESの役割が重要性だと

考える。そのため、各地域におけるスクールマッピングを進めている。また COGESの管理能

力の強化を考えている。COSAYで実施した研修には COGESメンバーも参加しており、COGES

の能力強化につながった。 

 COGESのように地元に根付いた組織を活用することで、現地のニーズが把握でき地域住民を

巻き込んだ事業が可能となるため、地域住民、コミューン、リソースパーソンで構成された

ローカルコミッティの設立を考えている。 

 中央政府だけでなく、市・カルティエ住民が事業に関わることで、汚職防止となる。 

 COGESの能力強化は今後、重要である。DAPS-COGESは COGESの機能強化を支援しスーパーバ

イズしていく組織。 
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２. 教育省、市役所、COGESの関係について 

 COSAYでは既に市役所と地域住民を巻き込んだ事業をしてきたが、COSAYの経験から、現場

では人材、財源、車両、機材等のリソースが十分でなく、財源・人材の確保が課題となった。 

 教育省では、教育分野の分権化を進める計画を進めているが、コミューンと COGESの協働に

ついては具体的にははじめっていない。 

 同様に維持管理についても、教育省・コミューン・COGESでの役割分担は定まっていない。

現在は、軽微な維持管理については COGESが役割を担っているが、教育省からコミューンに

維持管理費を委譲しているわけでない。また COGESには財源確保をどうするかというチャレ

ンジがある。 

 国家開発計画 2016-2020にも、ローカルマネージメントの活用について記載される予定であ

る。 

 同計画において、コミューンが小学校を管轄することになる。 

 

３. COSAY事業、得に CCGPPと COGESについて 

 COSAY事業で学校建設する際は、建設現場は建設会社が担当し、COGESが JICAチームともに

モニタリングした。 

 CCGPPは良いアプローチだと思う。地域住民を動員し、学校建設が地域住民によって管理・

モニタリング・評価される。地域住民こそが自分たちのニーズを知っているので、良い方法

で学校建設を管理できる。 

 一方で、なぜ COGESがあるのに、別組織として CCGPPを作ったのか。学校には色々な民族の

子どもがいるので、社会統合にマイナスに働かないか。 

 ［上記コメントに対し］JICAのパイロット事業ごとに設置された組織のため、プロジェク

ト後は解散となる予定とプロジェクト側より説明。 

 CCGPPメンバーは、社会統合に貢献しており、今後リソースパーソンになると考える。どの

ようにリソースパーソンとして活用できるか考慮したい。 

 

４. 学校における社会統合について 

 学校には色々な民族の児童がおり、学校は社会統合に大きな役割がある。学校では、啓発活

動を行うことができる。例えば、社会統合に関するトピックを現地の文脈に合せるようにし

て、地域社会に向けて強いメッセージを発信できる。 

 異なる民族の子供同士が遊んでいる様子を見れば、それが両親・家族・コミュニティにも良

い影響を与えることができる。そのため親同士は彼らが調和する必要を感じている。学校は、

平和を広めるための「agent of change」である。テレビ番組も社会統合に関するものを学

校で見せている。COGESも政治化するのではなく、社会統合や社会の発展のために動いてい

る。 

 そのため、いかなる時期にもすべての民族の子供が学校に行けるようにする必要がある。 

以上 
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実施日 2015年 9月 2日 15:00 － 17:00 

議題 National Social Cohesion Programについて 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 

Ms. Ouattara Yra Elise他 

Director, Solidarity and Social Cohesion 

Observatory 

関連スタッフ 

COSAY M. Koffi Ehoussou François

他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 
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調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 National Social Cohesion Program（NSCP） 

議事 

１. 国家社会統合プログラムについて 

 国家社会統合プログラムは 2016-2020年をターゲット期間としている。NSCP では、社会統

合の促進と社会サービスの開発を目的とする。アフリカ開発銀行、UNDPからの支援でプロ

ジェクトを実施している。 

 上記プログラムは、国家開発計画 2016年-2020年のなかで取り上げられている社会統合分

野をさらに明確に述べたものである。2020年までに developing countryになるという開発

計画の目標の実現を社会統合の面から取り組む。 

 社会統合の状況のモニタリング結果を更新し、報告書としている。2014年度の評価では、

司法制度の強化、、繰り返される人権侵害等が課題であった。 

 主なモニタリング指標は、失業、セキュリティ、生活費、帰還民である。 

 社会統合とは何か、を広く知らしめるために、ハンドブックも出している。 

 司法は社会統合の根幹でもあり、また社会統合や連帯を推進していく上で欠かせない。さら

にいえば貧困削減し、社会開発の基礎でもある。 

 国家社会統合プログラムにはマトリックスが設けられ、具体的な行動を掲げている。これら

について国内数か所でワークショップを開催している。これら行動は次の通り。司法制度の

強化、地方分権化促進、社会正義へのアクセスの改善、裁判所等のマッピング〔補足：司法

へのアクセス改善のための現状調査的なものとみられる〕 

 

２. 課題 

 モニタリングを実施しているが、社会統合を図る指標については課題がある。指標としては、

意思決定がどのように行われた、汚職、治安等で活用している。 

 またすべての地域をカバーできておらず、地域委員会の設置が必要である。 

 社会統合に関する主要課題は、①選挙結果を受け入れる土壌をつくっていくこと、②民族・

宗教をベースとした投票という行動パターンをいかに変えていくか、更には出身地や民族で

はなくコートジボワール人としてのアイデンティティをいかに形成していくか、である。 

 アビジャンの課題として、コミュニティ内の分裂を助長するリーダーシップの問題があげら

れる。 

 リーダーシップは社会の分離を招くこともあるが、社会統合を促進することもある。またリ

ーダーシップは都市部で強く、農村部のほうが弱い傾向がある。 

 都市部では情報の取り扱いも難しい。噂話のみやらず、ソーシャル・メディア・ネットワー

ク（SMN）や携帯電話のテキスト送信で簡単に広まってしまう。10月に予定されている選挙

では、情報が正しく伝えられない可能性がある点が心配である。情報に惑わされないよう

人々を啓発することが必要である。 

 司法の介入を求めないことを奨励する風潮がある。また司法へのアクセスがない人々もい

る。 

 

３. COSAYプロジェクトについて 

 COSAYでのプロジェクトの教訓を NSCPにも活用ができればと思うので、プロジェクトとの

打ち合わせを望む。また JCCに参加したいと思う。 

 社会統合は政府と住民の間でも、また住民同士の間でも存在する。社会のエリート層はロー

ルモデルを果たす役割があり、住民はそれを受け入れる。コミューン・オフィスは最も適し

たところであり、コミューン・オフィスの能力強化は重要である。 

以上 

インタビュー記録 17 
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実施日 2015年 9月 3日 11:00 － 12:30（技術局）、14:10 － 15:15（社会局） 

議題 ヨプゴン市役所 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Yeo Adama ヨプゴン市役所技術局長 

他技術局、人間開発局及び広報部からの C/P 

COSAY M. Koffi Ehoussou 

François 他 

MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 ヨプゴン市役所 

議事 

【副市長表敬】 

 ヨプゴン市は紛争の影響が大きかった地域であり、異なる民族が一緒に集まっていくのは容

易ではない。 

 プロジェクト後、市役所が再現できる COSAYの要素は、学校や道路といったインフラ整備に

ついて会議したりモニタリングしたりする点。活動に必要な移動・通信手段は提供される。 

 近くにいる人々が行うことで、社会統合や住民間の繋がりが維持されるであろう。人々を一

緒に集めることで、互いに知り合うようになり、態度が変わってくるだろう。 

 ヨプゴン市の社会統合政策は、プレス関係者にも関わってもらい報告書を広めること、社会

統合に関する部局を新規に立ち上げること、教育・伝統的グループ・環境・住環境・セキュ

リティのコミッショナーを通じて社会統合を広めること。 

【ヨプゴン市役所技術局】 

１. COSAYの活動について 

 住民を巻き込んだ方法は今までなく、プロジェクト通じて多くを学ぶことができた。特に住

民といかにコミュニケーションをとるかについて学ぶことができた上、一人のコミュニティ

リーダーのみと協力するリスクについても学んだ。また、住民も地域住民同士が集まる COSAY

の方法を受けていた。 

 困難であったことはパイロット事業（道路）における露店商の立ち退きであった。そのため、

道路は個人の所有地ではなく、公共財であることを説明し、理解してもらった。カルティエ

住民も巻き込んた方法により、彼らが主体性出たと感じた。更に、プロジェクト開始時期は、

紛争後まもなかったので闘った住民同士を集めることは容易でなかったが、プロジェクトが

彼らに参加を奨励し、また啓発活動等のプロジェクト活動を通じて組織化することができ

た。 

 また、市役所内でも、インフラ事業に関して技術局と社会局が共に働くことははじめてであ

った。 

 他のインフラ事業でも COSAYを利用したいと考えている。 

 

２. CCGPPと CGQ及び COGESについて 

 CGQは市役所によって任命されたメンバーで構成されており、CCGPPとは異なる構成メンバ

ーである。そのため、多くの地域住民を巻き込むのには CCGPPの方が好ましいと思う。 

 維持管理について、CCGPPは COSAYに解散予定であるため、道路の場合は CCGPPの後継組織

として MUDAなどの組織の結成が進められている。学校は COGESに引き継がれる。 

 また、各パイロット事業では維持管理ができるよう、プロジェクトにて維持管理の道具・方

法を研修する機会がある（PKG-S2）。 

 

３. COSAY方法の活用について 
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 予算・人材・研修等が不足しているため、課題である。 

 

【ヨプゴン市役所社会局】 

１. COSAY方法について 

 地域住民を巻き込んだ COSAYは新しいアプローチであった。社会統合の促進のためヨプゴン

によっては重要な方法であった。 

 困難であったことは、CCGPPメンバーのコミットメントを得ること、もしくはボランティア

ベースの活動に関する理解促進である。 

 COSAY方法を継続する際の課題は、関係者の意識を変えること、財政である。CCGPPの活動

はボランティア業務のため、無償で活動に加わってもらうことが困難であった。そのため、

地域住民には COSAYや公共財について何度も説明し徐々に住民は理解し始めた。財政面では

活動には（通信費、交通費、会議の運営費）等が必要となる。 

 また皆が時間通りに集まることが難しい点も簡単ではなかった。 

 

２. 各 CCGPP、パイロット事業地で社会統合のインパクトの差 

 各 CCGPPおよびサイトごとに大きい変化はなかった。 但し道路事業（Andokouw）は、CCGPP

のメンバー構成に問題があったため、市役所が仲介する形でメンバー構成を変更した。メン

バーや地域住民に研修・話し合いの機会を持った。 

 

３. 住民雇用について 

 パイロット事業では住民雇用を行ってきたが、パイロット事業後の再就職先については課題

である。 

以上 

 

インタビュー記録 18 

実施日 2015年 9月 3日 15:00 － 16:00 

議題 PARCS/アボボとヨプゴンにおける住民の和解と社会統合支援事業支援事業 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr.Kone Donikpo Project Coordinator, 

COSAY M. Koffi Ehoussou François 他 MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 ヨプゴン市役所 

議事 

１. PARCSについて 

 2014年 1月から 2016 年 6月の期間で EU支援により、アボボ・ヨプゴンを対象とした社会

統合プロジェクトである。予算は 5000万円程度。各市役所からも予算のうち 10％ずつ出し

ている。 

 社会統合を目的として、①社会文化事業、②研修、③インフラ改修事業、④ラジオ放送を行

っている。社会文化事業としてはラジオブロードキャスト等実施している。また、インフラ

改修については、アボボとヨプゴンで各１サイトを考えている。 

 支援対象は文化とスポーツで、公園や運動場の整備を考えている。2015年の活動は、運動

場のリハビリ、「Search for common ground」というテーマでの研修実施である。 

 インフラ改修については、COSAY方法を用いた方法を取っている（CCGPPと同様に住民組織
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の結成）。COSAY方法は、地域住民に広まっている。 

 インフラを支援する理由は、人々を集めることができること、人々の合意を得ることが必要

で社会統合に繋がること、インフラ整備状況のバランスをとれること。 

 劇場建設も考えており、そこでは社会統合に関する映画を上映する予定。 

 連帯・家族・女性・児童省とは連携している。マネジメント・コミティやステアリング・コ

ミティがあり、MEMIS もメンバーである。 

 

２. 課題 

 地域住民を巻き込んだ方法を取っているが、無償で活動に参加してもらうことが難しい。 

 アボボとヨプゴンでも違いがある。ヨプゴンでは、和解することへの抵抗感があるようだ。

直接、話をすることも少ない。この点、COSAY の方法にヒントを得た。 

 またプロジェクト開始時に政治運動と見られることもあったので、啓発活動を行った。 

以上 
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実施日 2015年 9月 5日 9:00 － 10:00（副市長表敬訪問）、10:00 － 11:15（技術局）、

11:15 － 12:30（社会局） 

議題 アボボ市役所 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 アボボ市役所  

 M. Coulibaly Valy 

他 

アボボ市役所技術局長 

他技術局、社会・文化・人材局及び広報部からの

C/P 

COSAY M. Koffi Ehoussou François 他 MEMIS副プロジェクト・コーディネーター補佐、 

他合同評価メンバー 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 アボボ市役所 

議事 

【副市長表敬】 

 アボボを COSAY事業地にしたことは、道路と学校の修復や建設、また社会統合の観点から重

要であった。 

 

【アボボ市役所技術局】 

１. COSAYの活動について 

 インフラ事業等の選択基準を設けることでき、有益であった。通常業務に活用したいと思う。 

 住民を巻き込んだ方法は今までなく、プロジェクト通じて多くを学ぶことができた。また、

住民も地域住民同士が関わる機会を持つ COSAY の方法を受け入れていたと思う。 

 以前は市役所内の技術局と社会局が協働する機会がなかったが、COSAYを通じて市役所内で

も両局が共に働くことが可能となった。今後もこの体制で業務に取り組みたいと思う。 

 これまでトップダウンでインフラ整備を実施してきたが、住民の意思に反するアプローチは

妥当ないしは持続的ではないことが分かった。そのためには、最初から住民を巻き込む必要

があることを理解した。 

 

２. CCGPPとの業務での難しさ 

 インフラ事業の選定の際にロングリストからショートリストの作成を行った。リストから外
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れた事業地で住民に伝えることは難しかった。 

 COSAYの方法は地域住民の参加型開発が基本となるが、地域住民のボランティアによる活動

は簡単ではなかった。 

 

３. COSAYモデルの活用について 

 インフラ整備を開始する前に、まず社会局に住民を組織化し、研修を実施してもらいたい。 

 COSAYの適応で難しいと感じる点は、ボランティアで活動する地域住民のモチベーションを

維持させること、研修の費用、その他活動経費、CCGPPを組織化すること、である。 

 

【アボボ市役所社会・広報局】 

１. COSAYによる市役所内部の変化 

 以前はインフラ事業については技術局、住民問題は社会・広報局という役割分担であり、両

局のコミュニケーションは限られていた。しかし COSAYを通じて両局の協働が増えたと感じ

る。 

 

２. COSAYで選択されなかったパイロット事業サイトについて 

 パイロット事業で外れたパイロット事業の説明は社会・広報局にて実施した。パイロット事

業から外れた地域を伝えることは容易ではなかったし、戸惑った。 

 しかし、COSAYが単なるインフラ事業ではなく、社会統合を主眼としていることを住民に伝

えた。またパイロット事業から外れたとしても落胆せず、COSAYを通じてアボボ地域全体の

社会統合が促進される機会と考えてほしいと伝えた。その後、会場ではアボボコールが起き、

パイロット事業として選ばれたカルティエ、外れたカルティエの住民たちが皆で拍手、抱擁

をしあった。 

 また、パイロット事業選択には透明性を確保した選択基準を設けて、住民には説明を繰り返

し、政治的な選択がなされたわけではないことを伝えた。 

 パイロット事業の選択基準は、緊急性、予算、住民雇用を創出、COSAYの活動への賛同の有

無、である。 

 

３. プロジェクト実施時の課題 

 パイロット事業実施段階での課題は、住民のボランティア精神であった。 

 各パイロット事業地の CCGPPの活動等には大きな変化はなかった。CCGPP のメンバーの構成

についても、オピニオンリーダーや登録されている団体（青年・女性）の情報をもとに、各

サイトで偏りがないようにした。 

 ただし、エブリエ村（伝統的な部族地域）のサイト Anonkoua Kouté については、これまで

違う民族（子供も含めて）が集まることさえも難しく、情報が幅広く共有されないという問

題に直面していたが、状況が変化した。 

 

４. 社会統合のインパクトについて 

 以前、市役所は何も活動がないと思われていたが、パイロット事業を通じて、市役所の存在

を地域住民は感じていると思う。今では、カルティエで問題があった際には連絡がくるなど

の変化があった。 

 道路工事のサイトでは、露天商の立ち退きが問題であったが CCGPPメンバーが話し合いを行

うなど、これまでにはない市役所と地域住民の協働が行われている。 

 また、地域でも道路、学校事業を通じて、共に働く中で地域住民同士の調和を感じる。 

 

５. COSAY方法の活用について 

 COSAY方法（①社会インフラ事業の選択基準を設定、②選定基準をもとにインフラ事業の選

定、③パブリックコンサルテーションと関係者の打合せ、④CCGPPを組織し事業のモニタリ

ング）の活用については、プロジェクト終了後も活用したいと思う。 

 ③、④については住民を巻き込んだ参加型開発ができ、市役所の業務を助けるものをなる。 

 他方、①、②については、三か年計画にて技術局がインフラ事業の候補をリストアップする
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が、最終的なサイト選択は市長が行うことになっているため、①、②については、COSAY方

法の採用が容易ではない。 

 だが、正式な選択基準を設けることで、政治的な事業選択を避けることが可能となるため、

すべての事業選択に適応できることは望ましい。 

 EU支援の PARCSがアボボ地域で実施しており、COSAY方法の活用を行っている。PARCSでは

CCGPPと同様の組織として Leading Teamという組織をつくり、住民雇用を行っている。 

 

６. その他の懸念 

 アボボ地域の治安に問題があり、泥棒、暴力事件が起こっている。 

 

７. プロジェクト終了時までに取り組むべき活動 

 社会統合に関する啓発活動は引き続き実施するべきである。 

 CGQを他のカルティエに組織したい。CGQ組織には、研修が必要である。研修には、研修を

受けた CCGPPメンバーによる TOT、市役所職員が講師となることなどが可能。 

以上 
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実施日 2015年 9月 4日 16:00 － 18:00 

議題 内務省 

氏名（敬称略） 役職 

面談先 Mr. Gbala Gnato Raphaël プロジェクト・コーディネーター 

COSAY Mr. Nemlin Abel José 副プロジェクト・コーディネーター 

 Mr. Koffi Ehoussou François 副プロジェクト・コーディネーター補佐 

 関口 正也 COSAYチームリーダー 

 Mr. Aboubakari Dosso COSAYプロジェクト・スタッフ 

調査団 土肥 団長 

 前川 評価企画 

 一宮 評価分析団員 

実施場所 内務省 

議事 

１. COSAYについて 

 プロジェクトサイトをアボボとヨプゴンとしたことについて、実際に紛争の被害状況知って

いるので、サイトの選択は適当であったと感じる。 

 またプロジェクトサイトの選択は人々との話し合いを通じて実施している点が、社会統合に

影響を与えたと感じる。例えば、アボボでの道路事業で水道管が破裂したことがあった。以

前であれば人々がおこり、業者の機会を壊したと思うが、COSAYを通じて人々の態度は変わ

り、大きな問題とならなかった。 

 

２. プロジェクト終了時までに取り組むべき活動 

 地域住民から市役所に要請が出せる体制づくりが必要だと感じる。6か月という期間は限ら

れているため体制づくりまでは難しいと思われるが、プロジェクトによる提案であれば可能

かもしれない。 

 開発事業に CCGPPを活用できるようにしたいと思う。そのために、三か年計画の開発業務に

地域住民組織を巻き込んだ方法を取るよう、条件・規定を設けることを考えている。 

以上 
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